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(57)【要約】
　本発明は、芳香族ポリ酸ソース、例えば、熱可塑性ポリエステルから製造されたポリエ
ステルポリオールに関する。前記ポリオールは、熱可塑性ポリエステル、例えば、バージ
ンポリエチレンテレフタレート、再生ポリエチレンテレフタレート、又はそれらの混合物
を、グリコールと共に加熱して、消化中間体を与え、ついで、同中間体を、可消化ポリマ
ーと反応させることにより製造され得る。同可消化ポリマーは、種々の再生廃棄物から得
ることができる。前記ポリエステルポリオールは、グリコール消化芳香族ポリ酸ソースを
含み、可消化ポリマーを更に含む。前記ポリエステルポリオールは、石油化学又は生化学
系ポリエステルポリオールの持続性の代替手段を提供する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリエステルポリオールであって、
　（ａ）芳香族ポリ酸ソースをグリコールと共に加熱して、消化中間体を得ることと、
　（ｂ）前記得られた消化中間体を、エステル、アミド、エーテル、カーボネート、尿素
、カルバメート、グリコシド、及びイソシアヌレート、又はそれらの組み合わせから選択
される官能基を含有する可消化ポリマーと反応させることとを含み、
　前記芳香族ポリ酸ソースに対するグリコールのモル比が、少なくとも０．８である、方
法により製造され、
　前記ポリオールが、約１０～約８００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロキシル価を有
する、
　上記ポリエステルポリオール。
【請求項２】
　前記芳香族ポリ酸ソースが、熱可塑性ポリエステルである、請求項１に記載のポリエス
テルポリオール。
【請求項３】
　前記熱可塑性ポリエステルが、
　（ａ）テレフタル酸、２，５－フランジカルボン酸、イソフタル酸、ジヒドロフェルラ
酸から選択される酸、それらの塩、それらのＣ１～Ｃ６モノエステル、それらのＣ１～Ｃ
６ジエステル、及びそれらの組み合わせ；と、
　（ｂ）エチレングリコール、１，２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、
１，２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、２，３－
ブタンジオール、１，３－シクロヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジオール、
１，３－シクロヘキサンジメタノール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、２，２，
４，４－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオールから選択されるジオール、及びそ
れらの組み合わせとのコポリマーから選択される、請求項２に記載のポリエステルポリオ
ール。
【請求項４】
　前記熱可塑性ポリエステルが、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレン
テレフタレート、ポリトリメチレンテレフタレート（ＰＴＴ）、グリコール－改質ポリエ
チレンテレフタレート、テレフタル酸と１，４－シクロヘキサンジメタノールとのコポリ
マー、テレフタル酸と１，４－シクロヘキサンジメタノールとのイソフタル酸－改質コポ
リマー、２，５－フランジカルボン酸又はＣ１～Ｃ６－ジアルキル　２，５－フランジカ
ルボキシレートのコポリマー、テレフタル酸と２，２，４，４－テトラメチル－１，３－
シクロブタンジオールとのコポリマー、及びそれらの組み合わせから選択される、請求項
２に記載のポリエステルポリオール。
【請求項５】
　熱可塑性ポリエステルが、バージンＰＥＴ及び再生ＰＥＴ、又はそれらの組み合わせか
ら選択される、請求項２に記載のポリエステルポリオール。
【請求項６】
　再生ＰＥＴが、再生ボトルから得られる、請求項５に記載のポリエステルポリオール。
【請求項７】
　再生ＰＥＴが、再生布地から得られる、請求項５に記載のポリエステルポリオール。
【請求項８】
　再生ＰＥＴが、再生カーペットから得られる、請求項５に記載のポリエステルポリオー
ル。
【請求項９】
　前記熱可塑性ポリエステルが、バージンＰＴＴ及び再生ＰＴＴ、又はそれらの組み合わ
せから選択される、請求項２に記載のポリエステルポリオール。
【請求項１０】
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　再生ＰＴＴが、再生布地から得られる、請求項９に記載のポリエステルポリオール。
【請求項１１】
　再生ＰＴＴが、再生カーペットから得られる、請求項１０に記載のポリエステルポリオ
ール。
【請求項１２】
　前記熱可塑性ポリエステルが、テレフタル酸と２，２，４，４－テトラメチル－１，３
－シクロブタンジオールとのコポリマーである、請求項４に記載のポリエステルポリオー
ル。
【請求項１３】
　前記グリコールが、エチレングリコール、プロピレングリコール、１，３－プロパンジ
オール、１，２－ブチレングリコール、１，３－ブチレングリコール、１，４－ブタンジ
オール、２－メチル－１，３－プロパンジオール、ネオペンチルグリコール、グリセロー
ル、トリメチロールプロパン、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、１，４－シクロ
ヘキサンジメタノール、ジエチレングリコール、テトラエチレングリコール、ジプロピレ
ングリコール、トリエチレングリコール、トリプロピレングリコール、ポリエチレングリ
コール、ポリプロピレングリコール、エリスリトール、ペンタエリスリトール、ソルビト
ール、並びに、エチレンオキシド及びプロピレンオキシドのブロック若しくはランダムコ
ポリマーグリコール、又はそれらの組み合わせから選択される、請求項１に記載のポリエ
ステルポリオール。
【請求項１４】
　前記グリコールが、再生グリコールを含む、請求項１に記載のポリエステルポリオール
。
【請求項１５】
　約２５～約５００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロキシル価を有する、請求項１に記
載のポリエステルポリオール。
【請求項１６】
　約３５～約４００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロキシル価を有する、請求項１に記
載のポリエステルポリオール。
【請求項１７】
　約５０～約４００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロキシル価を有する、請求項１に記
載のポリエステルポリオール。
【請求項１８】
　前記ポリエステルポリオール内に包含された可消化ポリマーの重量％が、約１％～約７
５％である、請求項１に記載のポリエステルポリオール。
【請求項１９】
　前記ポリエステルポリオール内に包含された可消化ポリマーの重量％が、約３％～約６
０％である、請求項１に記載のポリエステルポリオール。
【請求項２０】
　前記ポリエステルポリオール内に包含された可消化ポリマーの重量％が、約５％～約４
５％である、請求項１に記載のポリエステルポリエステルポリオール。
【請求項２１】
　約５０００ｃＰ未満の１２５℃での粘度を有する、請求項１に記載のポリエステルポリ
オール。
【請求項２２】
　請求項１に記載の透明なポリエステルポリオール。
【請求項２３】
　５０ｗｔ％超の本明細書で定義された再生含量を有する、請求項１に記載のポリエステ
ルポリオール。
【請求項２４】
　前記芳香族ポリ酸ソース及びグリコールが、チタン触媒の存在下において加熱される、
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請求項１に記載のポリエステルポリオール。
【請求項２５】
　前記芳香族ポリ酸ソース及びグリコールが、約８０℃～約２６０℃の範囲内の温度で加
熱される、請求項１に記載のポリエステルポリオール。
【請求項２６】
　１０ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満の酸価を有する、請求項１に記載のポリエステルポリオール
。
【請求項２７】
　前記可消化ポリマーが、可消化縮合ポリマー及び可消化付加ポリマー、又はそれらの組
み合わせから選択される、請求項１に記載のポリエステルポリオール。
【請求項２８】
　前記可消化ポリマーが、可消化縮合ポリマーである、請求項２７に記載のポリエステル
ポリオール。
【請求項２９】
　前記可消化ポリマーが、可消化付加ポリマーである、請求項２７に記載のポリエステル
ポリオール。
【請求項３０】
　前記可消化ポリマーが、ポリ乳酸、合成ポリアミド、ポリカーボネート、ポリウレタン
、ポリイソシアヌレート、ポリエーテル、タンパク質、多糖類、ポリラクトン、及びポリ
ラクタム、又はそれらの組み合わせから選択される、請求項１に記載のポリエステルポリ
オール。
【請求項３１】
　前記可消化ポリマーが、ポリ乳酸から選択される、請求項３０に記載のポリエステルポ
リオール。
【請求項３２】
　前記可消化ポリマーが、合成ポリアミドから選択される、請求項３０に記載のポリエス
テルポリオール。
【請求項３３】
　前記可消化ポリマーが、ポリカーボネートから選択される、請求項３０に記載のポリエ
ステルポリオール。
【請求項３４】
　前記可消化ポリマーが、ポリウレタンから選択される、請求項３０に記載のポリエステ
ルポリオール。
【請求項３５】
　前記可消化ポリマーが、ポリイソシアヌレートから選択される、請求項３０に記載のポ
リエステルポリオール。
【請求項３６】
　前記可消化ポリマーが、ポリエーテルから選択される、請求項３０に記載のポリエステ
ルポリオール。
【請求項３７】
　前記可消化ポリマーが、タンパク質から選択される、請求項３０に記載のポリエステル
ポリオール。
【請求項３８】
　前記可消化ポリマーが、多糖類から選択される、請求項３０に記載のポリエステルポリ
オール。
【請求項３９】
　前記可消化ポリマーが、ポリラクトンから選択される、請求項３０に記載のポリエステ
ルポリオール。
【請求項４０】
　前記可消化ポリマーが、ポリラクタムから選択される、請求項３０に記載のポリエステ
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ルポリオール。
【請求項４１】
　前記合成ポリアミドが、ナイロン－６、ナイロン－６，６、ナイロン－６，９、ナイロ
ン－６，１０、ナイロン－６，１２、ナイロン－１１、ナイロン－１２、ナイロン－４，
６、及びアラミド、又はそれらの組み合わせから選択される、請求項３２に記載のポリエ
ステルポリオール。
【請求項４２】
　前記合成ポリアミドが、バージンナイロン－６、再生ナイロン－６、バージンナイロン
－６，６、及び再生ナイロン－６，６、又はそれらの組み合わせから選択される、請求項
４１に記載のポリエステルポリオール。
【請求項４３】
　前記再生ナイロン－６又は前記再生ナイロン－６，６が、再生から得られる、請求項４
２に記載のポリエステルポリオール。
【請求項４４】
　前記ポリカーボネートが、ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）である、請求項３３
に記載のポリエステルポリオール。
【請求項４５】
　前記ポリカーボネートが、再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）である、請求項
３３に記載のポリエステルポリオール。
【請求項４６】
　前記タンパク質が、ケラチン、コラーゲン、カゼイン、ホエー、ゼイン、シルク、ウー
ル、又はそれらの組み合わせから選択される、請求項３７に記載のポリエステルポリオー
ル。
【請求項４７】
　前記タンパク質が、ケラチンである、請求項４６に記載のポリエステルポリオール。
【請求項４８】
　前記タンパク質が、コラーゲンである、請求項４６に記載のポリエステルポリオール。
【請求項４９】
　前記タンパク質が、カゼインである、請求項４６に記載のポリエステルポリオール。
【請求項５０】
　前記タンパク質が、ホエーである、請求項４６に記載のポリエステルポリオール。
【請求項５１】
　前記タンパク質が、ゼインである、請求項４６に記載のポリエステルポリオール。
【請求項５２】
　前記タンパク質が、ダイズタンパク質である、請求項４６に記載のポリエステルポリオ
ール。
【請求項５３】
　前記タンパク質が、シルクである、請求項４６に記載のポリエステルポリオール。
【請求項５４】
　前記タンパク質が、ウールである、請求項４６に記載のポリエステルポリオール。
【請求項５５】
　前記ケラチンが、鳥類の羽毛から選択される、請求項４７に記載のポリエステルポリオ
ール。
【請求項５６】
　前記鳥類の羽毛が、ベーンフェザー及びダウンフェザー、又はそれらの組み合わせから
選択される、請求項５５に記載のポリエステルポリオール。
【請求項５７】
　前記鳥類の羽毛が、ニワトリの羽毛、シチメンチョウの羽毛、アヒルの羽毛、又はガチ
ョウの羽毛から選択される、請求項５５又は５６に記載のポリエステルポリオール。
【請求項５８】
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　前記ケラチンが、羽毛粉から得られる、請求項４７に記載のポリエステルポリオール。
【請求項５９】
　前記多糖類が、ペクチン、ポリグルコシド、及び硫酸化多糖類、又はそれらの組み合わ
せから選択される、請求項３８に記載のポリエステルポリオール。
【請求項６０】
　前記多糖類が、ペクチンである、請求項３８に記載のポリエステルポリオール。
【請求項６１】
　前記多糖類が、ポリグルコシドである、請求項３８に記載のポリエステルポリオール。
【請求項６２】
　前記多糖類が、硫酸化多糖類である、請求項３８に記載のポリエステルポリオール。
【請求項６３】
　前記ポリグルコシドが、デンプン、レーヨン、セルロース、ヘミセルロース、セロファ
ン、及びキチン、又はそれらの組み合わせから選択される、請求項６１に記載のポリエス
テルポリオール。
【請求項６４】
　前記ポリグルコシドが、デンプンである、請求項６１に記載のポリエステルポリオール
。
【請求項６５】
　前記デンプンが、ヘリカルアミロース、アミロペクチン、及びグリコーゲン、又はそれ
らの組み合わせから選択される、請求項６４に記載のポリエステルポリオール。
【請求項６６】
　前記ポリグルコシドが、レーヨンである、請求項６１に記載のポリエステルポリオール
。
【請求項６７】
　前記ポリグルコシドが、セルロースである、請求項６１に記載のポリエステルポリオー
ル。
【請求項６８】
　前記ポリグルコシドが、ヘミセルロースである、請求項６１に記載のポリエステルポリ
オール。
【請求項６９】
　前記ポリグルコシドが、セロファンである、請求項６１に記載のポリエステルポリオー
ル。
【請求項７０】
　前記ポリグルコシドが、キチンである、請求項６１に記載のポリエステルポリオール。
【請求項７１】
　前記硫酸化多糖類が、カラゲナンである、請求項６２に記載のポリエステルポリオール
。
【請求項７２】
　ポリエステルポリオールであって、
　芳香族ポリ酸ソースと、グリコールと、エステル、アミド、エーテル、カーボネート、
尿素、カルバメート、グリコシド、及びイソシアヌレート基、又はそれらの組み合わせか
ら選択される官能基を含有する可消化ポリマーとを反応させることを含み、
　前記芳香族ポリ酸ソースに対するグリコールのモル比が、少なくとも１．０である、方
法により製造され、
　前記ポリエステルポリオールが、約１０～約８００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロ
キシル価を有する、
　上記ポリエステルポリオール。
【請求項７３】
　（ａ）グリコール消化芳香族ポリ酸ソース、及び
　（ｂ）エステル、アミド、エーテル、カーボネート、尿素、カルバメート、グリコシド
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、及びイソシアヌレート基、又はそれらの組み合わせから選択される官能基を含有する可
消化ポリマーを消化することにより製造された中間体
の反復単位を含む、
　ポリエステルポリオール。
【請求項７４】
　（ａ）芳香族ポリ酸ソース、及び
　（ｂ）エステル、アミド、エーテル、カーボネート、尿素、カルバメート、グリコシド
、及びイソシアヌレート基、又はそれらの組み合わせから選択される官能基を含有する可
消化ポリマーから生成された反復単位を含む、
　ポリエステルポリオール。
【請求項７５】
　グリコールの反復単位を更に含む、請求項７３又は７４に記載のポリエステルポリオー
ル。
【請求項７６】
　前記ポリ酸ソースが、オルトフタル酸又はフタル酸無水物以外である、請求項７３～７
５のいずれかに記載のポリエステルポリオール。
【請求項７７】
　（ａ）前記ポリ酸ソースが、テレフタル酸、イソフタル酸、及びオルトフタル酸、又は
それらのエステル若しくは無水物、又は前記酸、それらのエステル若しくは無水物の組み
合わせから選択される場合、
　（ｂ）前記可消化ポリマーが、エステル、アミド、エーテル、カーボネート、尿素、及
びグリコシド基、又はそれらの組み合わせから選択される官能基を含有する、請求項７３
～７５のいずれかに記載のポリエステルポリオール。
【請求項７８】
　（ａ）前記ポリ酸ソースが、テレフタル酸、イソフタル酸、若しくはそれらのエステル
、又は前記酸若しくはそれらのエステルの組み合わせから選択される場合、
　（ｂ）前記可消化ポリマーが、エステル、アミド、エーテル、カーボネート、尿素、カ
ルバメート、グリコシド、及びイソシアヌレート基、又はそれらの組み合わせから選択さ
れる官能基を含有する、請求項７３～７５のいずれかに記載のポリエステルポリオール。
【請求項７９】
　疎水性物質若しくは非イオン性界面活性剤、又はそれらの組み合わせを更に含む、請求
項７３～７８のいずれかに記載のポリエステルポリオール。
【請求項８０】
　前記疎水性物質又は非イオン性界面活性剤が、リシノール酸、ヒマシ油、エトキシル化
ヒマシ油、飽和若しくは不飽和のＣ９～Ｃ１８ジカルボン酸、植物油、脂肪酸、脂肪酸エ
ステル、改質植物油、脂肪トリグリセリド、カルダノール系生成物、再生料理油、イソス
テアリルアルコール、エポキシド化、オゾン化、若しくはヒドロホルミル化脂肪エステル
から得られたヒドロキシ官能性材料、二量体脂肪酸、エチレンオキシドとプロピレンオキ
シドとのブロックコポリマー、アルコキシル化アルキルフェノール、アルコキシル化脂肪
アルコール、又はそれらの組み合わせから選択される、請求項７９に記載のポリエステル
ポリオール。
【請求項８１】
　前記ポリ酸ソースが、熱可塑性ポリエステルである、請求項７３～８０のいずれかに記
載のポリエステルポリオール。
【請求項８２】
　請求項１～８１のいずれかに記載のポリエステルポリオールから製造されたポリウレタ
ン。
【請求項８３】
　請求項１～８１のいずれかに記載のポリエステルポリオールを含むポリウレタン。
【請求項８４】
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　請求項１～８１のいずれかに記載のポリエステルポリオールから製造されたポリウレタ
ン水性分散液。
【請求項８５】
　請求項１～８１のいずれかに記載のポリエステルポリオールを含むポリウレタン水性分
散液。
【請求項８６】
　請求項１～８１のいずれかに記載のポリエステルポリオールから製造された塗料。
【請求項８７】
　請求項１～８１のいずれかに記載のポリエステルポリオールを含む塗料。
【請求項８８】
　前記塗料が、液体塗料及び粉体塗料から選択される、請求項８７に記載の塗料。
【請求項８９】
　請求項１～８１のいずれかに記載のポリエステルポリオールを含む液体塗料。
【請求項９０】
　前記塗料が、１重量％～９５重量％の前記ポリエステルポリオールを含む、請求項８９
に記載の液体塗料。
【請求項９１】
　ポリウレタン塗料である、請求項８９又は９０に記載の液体塗料。
【請求項９２】
　請求項１～８１のいずれかに記載のポリエステルポリオールを含む粉体塗料。
【請求項９３】
　前記塗料が、１重量％～９５重量％の前記ポリエステルポリオールを含む、請求項９２
に記載の粉体塗料。
【請求項９４】
　４５℃以上の少なくとも１つのガラス転移点Ｔｇを有する、請求項９２又は９３に記載
の粉体塗料。
【請求項９５】
　４５℃以上の少なくとも１つの融点を有する、請求項９２～９４のいずれかに記載の粉
体塗料。
【請求項９６】
　架橋剤、流動調整剤、脱気剤、及び触媒を更に含む、請求項９２～９５のいずれかに記
載の粉体塗料。
【請求項９７】
　着色材料を更に含む、請求項９６に記載の粉体塗料。
【請求項９８】
　請求項８６～９７のいずれかに記載の塗料材料でコートした金属基板。
【請求項９９】
　請求項１～８１のいずれかに記載のポリエステルポリオールから製造されたポリマー発
泡体。
【請求項１００】
　請求項１～８１のいずれかに記載のポリエステルポリオールを含むポリマー発泡体。
【請求項１０１】
　硬いポリウレタン発泡体である、請求項９９又は１００に記載のポリマー発泡体。
【請求項１０２】
　ポリイソシアヌレート発泡体である、請求項９９又は１００に記載のポリマー発泡体。
【請求項１０３】
　請求項１～８１のいずれかに記載のポリエステルポリオールから製造されたアクリレー
ト又はポリアクリレート。
【請求項１０４】
　請求項１～８１のいずれかに記載のポリエステルポリオールを含むアクリレート又はポ



(9) JP 2017-535662 A 2017.11.30

10

20

30

40

50

リアクリレート。
【請求項１０５】
　ポリエステルポリオールを製造するための方法であって、
　（ａ）芳香族ポリ酸ソースをグリコールと共に加熱して、消化中間体を得ることと、
　（ｂ）前記得られた消化中間体を、エステル、アミド、エーテル、カーボネート、尿素
、カルバメート、グリコシド、及びイソシアヌレート基、又はそれらの組み合わせから選
択される官能基を含有する可消化ポリマーと反応させることとを含み、
　前記芳香族ポリ酸ソースに対するグリコールのモル比が、少なくとも０．８であり、前
記ポリエステルポリオールが、約１０～約８００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロキシ
ル価を有する、
　上記方法。
【請求項１０６】
　ポリエステルポリオールを製造するための方法であって、
　芳香族ポリ酸ソースと、グリコールと、エステル、アミド、エーテル、カーボネート、
尿素、カルバメート、グリコシド、及びイソシアヌレート基、又はそれらの組み合わせか
ら選択される官能基を含有する可消化ポリマーとを反応させることを含み、
　前記芳香族ポリ酸基に対するグリコールのモル比が、少なくとも０．８であり、前記ポ
リエステルポリオールが、約１０～約８００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロキシル価
を有する、
　上記方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
（関連出願の相互参照）
　本願は、２０１４年８月２０日に出願された米国仮特許出願第６２／０３９，８１６号
、２０１４年８月２０日に出願された米国仮特許出願第６２／０３９，８２０号、２０１
４年１１月２１日に出願された米国仮特許出願第６２／０８２，９７４号、２０１５年１
月３０日に出願された米国仮特許出願第６２／１１０，３４３号、２０１５年１月３０日
に出願された米国仮特許出願第６２／１１０，３４７号、及び２０１５年６月２６日に出
願された米国仮特許出願第６２／１８５，００８号に対する優先権を主張する。これらの
各米国仮特許出願の開示は、その全体が参照により本明細書に組み込まれる。
【０００２】
　本発明は、芳香族ポリ酸ソース（ａｒｏｍａｔｉｃ　ｐｏｌｙａｃｉｄ　ｓｏｕｒｃｅ
）、グリコール、及び可消化ポリマー（ｄｉｇｅｓｔｉｂｌｅ　ｐｏｌｙｍｅｒ）から製
造されたポリエステルポリオールに関する。前記ポリオールは、芳香族ポリ酸ソースをグ
リコールと共に加熱して、消化中間体（ｄｉｇｅｓｔｅｄ　ｉｎｔｅｒｍｅｄｉａｔｅ）
を得て、ついで、同中間体を、可消化ポリマーと反応させることにより製造され得る。同
可消化ポリマーは、種々の再生ポリマー及び価値が低い廃棄物から得ることができる。前
記ポリエステルポリオールは、石油化学又は生化学系ポリオールの持続性の代替手段を提
供し、他のポリマーを製造するのに有用である。
【背景技術】
【０００３】
　ポリエステルポリオールは、縮合ポリマーの製造に一般的に使用される中間体である。
これらの縮合ポリマーは、ポリウレタン製品、例えば、可撓性及び硬いポリマー発泡体、
ポリイソシアヌレート発泡体、塗料、粉体塗料、シーラント、接着剤、及びエラストマー
を含む。
【０００４】
　一般的には、ポリエステルポリオールは、芳香族二酸、ジエステル、又は無水物（例え
ば、テレフタル酸、ジメチルテレフタレート）を、グリコール、例えば、エチレングリコ
ール、プロピレングリコール、ジエチレングリコール等と縮合させることにより製造され
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る。これらの開始材料は、通常、石油化学ソースから専ら得られる。
【０００５】
　企業が改善された持続性を有する製品の提供をますます模索するようになっているため
、バイオ再生可能及び／又は再生材料から製造された中間体の利用可能性が、より影響力
を有するようになってきている。しかしながら、これらの製品は依然として、同等の価格
において、その伝統的な石油系代替品と同等であるか、同代替品より良好な性能をもたら
す必要がある。
【０００６】
　バイオ再生可能含量のみでは、「グリーンケミストリー」の指標として誤解される場合
がある。例えば、トウモロコシなどの食物起源がバイオ再生可能含量を提供するのに必要
とされる場合には、人類に食糧を提供することと、化学製品に基づく性能を有するそれら
を提供することとの間には、明確なトレードオフが存在する。加えて、糖類又は他の生体
に優しい食料を、有用な化学中間体、例えば、ポリオールに変換するのに必要とされる化
学的又は生化学的変換は、「グリーン」な状態を達成する努力において、その石油系代替
物より多くの天然資源及びエネルギーを消費する場合があり、より多くの温室効果ガス及
び汚染物質を環境中に放出する場合がある。
【０００７】
　（例えば、プラスチック飲料容器からの）ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）廃棄
物を含む熱可塑性ポリエステル廃棄物は、新たなポリマーを製造するための原料の豊富な
ソースを提供する。通常、ＰＥＴが再生される場合、ＰＥＴは、新たなＰＥＴ飲料ボトル
やＰＥＴ繊維を製造するのに使用されるか、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）を製
造するのに化学的に変換される。他の再生原料も利用可能である。例えば、再生プロピレ
ングリコールは、航空機又はＲＶの除氷及び他の操作から入手できる。再生エチレングリ
コールは、使用済み自動車の冷却剤から入手できる。
【０００８】
　ウレタン調合には、色、透明性、ヒドロキシル価、官能性、酸価、粘度、及び他の特性
について必要とされる仕様に合致するポリオールが必要とされる。これらの仕様は、ウレ
タンの用途の種類により変わり、同種類により決まるであろう。例えば、硬い発泡体には
、一般的には、可撓性発泡体を製造するのに使用されるポリオールより高いヒドロキシル
価を有するポリオールが必要とされる。
【０００９】
　高品質のポリウレタンの製造に使用するのに適したポリオールは、再生ポリエチレンテ
レフタレート（ｒＰＥＴ）を含めた再生材料から製造するのが困難であることが証明され
ている。多くの参考文献において、通常、触媒、例えば、亜鉛又はチタンの存在下におけ
る、ｒＰＥＴのグリコールによる消化（ｄｉｇｅｓｔｉｏｎ）（「解糖（ｇｌｙｃｏｌｙ
ｓｉｓ）」とも呼ばれる）が記載されている。消化により、ポリマーは、グリコールと低
分子量ＰＥＴオリゴマーとの混合物に変換される。このような混合物は、望ましくは低い
粘度を有するが、多くの場合、高いヒドロキシル価又は高レベルの遊離グリコールを有す
る。多くの場合、目的の生成物は、精製されたビス（ヒドロキシアルキル）テレフタレー
ト（例えば、米国特許第６，６３０，６０１号、同第６，６４２，３５０号、及び同第７
，１９２，９８８号を参照のこと）又はテレフタル酸（例えば、米国特許第５，５０２，
２４７号を参照のこと）である。ウレタン製造用の解糖生成混合物を使用する幾らかの努
力が、Ｄ．Ｐａｓｚｕｎ及びＴ．Ｓｐｙｃｈａｊによるレビュー文献（Ｉｎｄ．Ｅｎｇ．
Ｃｈｅｍ．Ｒｅｓ．３６（１９９７）１３７３）に記載されている。
【００１０】
　エチレングリコールは、解糖のためのグリコール反応物質として最も頻繁に使用される
。このことは、エチレングリコールが可能性のある反応生成物を最少化するため、理にか
なっている。通常、解糖は、ビス（ヒドロキシエチル）テレフタレート（「ＢＨＥＴ」）
を生成するのに効果的な条件下において行われるが、場合によっては、純粋なテレフタル
酸を回収する目的で行われる。エチレングリコールが反応物質として使用される場合、解
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糖生成物は、典型的には、室温において、結晶又はワックス状固形物である。このような
材料は、ポリオール中間体として使用するのには理想的とは言えない。このような材料は
、高温で処理する必要があるためである。ポリオールは、室温又は室温近くで、望ましく
は、自由流動する液体である。
【００１１】
　種々のソースからの廃棄材料の安全な廃棄又は再利用は、環境的及び経済的課題である
。このような廃棄物は、典型的には、埋立て処理地に埋められるが、埋立て処理能力は、
更に不足してきており、廃棄コストが上昇し続けているため、費用対効果があり、環境的
に許容され得る代替法が、これらの廃棄材料を取り扱うのに必要とされている。廃棄物は
、例えば、プラスチック業界、自動車業界、製紙業界、消費者、農産品及び畜産品の両方
並びに畜産品の生産を含む農業業界（例えば、酪農業界、卵業界、及び羊毛業界）を含む
、広い範囲の業界及びソースにより産生される。これらの環境的及びコスト的課題のため
、再生ポリマー及び廃棄物に実用的な用途を見出す必要性が存在する。すなわち、再生ポ
リマー及び廃棄物を、新たなポリマー及びこれらの新たなポリマー用の構築ブロックを製
造するのに利用する必要性が存在する。
【００１２】
　化学分解は、有機分子のより小さい分子への化学分解又は分解であり、ポリマー材料を
再生するための経路を提供することができる。化学分解は、本質的には、脱重合プロセス
であり、ポリマーを製造するための縮重合プロセスの反対とみなすことができる。化学分
解は、通常、縮合ポリマー、例えば、ＰＥＴ、ポリウレタン、又はポリアミドに適用され
る。しかしながら、化学分解は、ビニル、アクリル酸、フルオロプラスチック、及びポリ
オレフィン等のポリマーには適用できず、一部の推測では、プラスチック廃棄物の約１０
％超に適用できない。例えば、「Ｓｕｒｖｅｙ　ｏｆ　ｃｕｒｒｅｎｔ　ｐｒｏｊｅｃｔ
ｓ　ｆｏｒ　ｐｌａｓｔｉｃｓ　ｒｅｃｙｃｌｉｎｇ　ｂｙ　ｃｈｅｍｏｌｙｓｉｓ」，
Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ　Ｊｏｉｎｔ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｃｅｎｔｒ
ｅ，Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｆｏｒ　Ｐｒｏｓｐｅｃｔｉｖｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｃａ
ｌ　Ｓｔｕｄｉｅｓ，Ｓｅｖｉｌｌｅ，Ｍａｙ　１９９６を参照のこと。したがって、多
くの再生ポリマー及び廃棄物の再生又は化学分解が、相当な技術的課題を提示している。
【００１３】
　多くの事例において、改善されたポリエステルポリオールを有するのが非常に望ましい
であろう。特に、ウレタン業界では、再生ポリマー又は廃棄物の実質的な部分に基づく持
続性のポリエステルポリオールが必要とされている。このシナリオでは、これらの再生廃
棄物を消費するのに実行可能な手段が提供されるであろう。更に、ポリウレタン調合等の
調合の厳しい粘度、官能性、ヒドロキシル価、及び性能要求を満たす、高い再生含量を有
するポリエステルポリオールは、価値があるであろう。
【００１４】
　廃棄物を減少させることと、未活用の再生ポリマー廃棄物を使用するための更なる選択
肢を提供することとの両方に同時に役立ち得る、ポリエステルポリオールの持続性ソース
に対する継続的な必要性が存在することが、上記から明らかである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】米国特許第６，６３０，６０１号
【特許文献２】米国特許第６，６４２，３５０号
【特許文献３】米国特許第７，１９２，９８８号
【特許文献４】米国特許第５，５０２，２４７号
【非特許文献】
【００１６】
【非特許文献１】Ｉｎｄ．Ｅｎｇ．Ｃｈｅｍ．Ｒｅｓ．３６（１９９７）１３７３
【非特許文献２】「Ｓｕｒｖｅｙ　ｏｆ　ｃｕｒｒｅｎｔ　ｐｒｏｊｅｃｔｓ　ｆｏｒ　
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ｐｌａｓｔｉｃｓ　ｒｅｃｙｃｌｉｎｇ　ｂｙ　ｃｈｅｍｏｌｙｓｉｓ」，Ｅｕｒｏｐｅ
ａｎ　Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ　Ｊｏｉｎｔ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｃｅｎｔｒｅ，Ｉｎｓｔ
ｉｔｕｔｅ　ｆｏｒ　Ｐｒｏｓｐｅｃｔｉｖｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｃａｌ　Ｓｔｕｄ
ｉｅｓ，Ｓｅｖｉｌｌｅ，Ｍａｙ　１９９６
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１７】
　本発明は、ポリ酸ソース、例えば、熱可塑性ポリエステルから製造されたポリエステル
ポリオールに関する。前記ポリオールは、例えば、バージンＰＥＴ、再生ＰＥＴ、又はそ
れらの混合物などの熱可塑性ポリエステルを、グリコールと共に加熱して、消化中間体を
得て、ついで、同中間体を、可消化又は可解糖性ポリマー、例えば、可消化又は可解糖性
の縮合又は付加ポリマーと反応させることにより製造され得る。前記可消化ポリマーは、
種々の再生ポリマー及び廃棄物から得ることができる。前記ポリエステルポリオールは、
グリコール消化芳香族ポリ酸ソース（ｇｌｙｃｏｌ－ｄｉｇｅｓｔｅｄ　ａｒｏｍａｔｉ
ｃ　ｐｏｌｙａｃｉｄ　ｓｏｕｒｃｅ）、例えば、グリコール消化熱可塑性ポリエステル
と、可消化ポリマーから得られた材料とを含み得る。得られたポリエステルポリオールは
、石油化学又は生化学系のポリエステルポリオールの持続性の代替手段を提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　本発明者らは、驚くべきことに、望ましいヒドロキシル価、粘度、外観、及び、ウレタ
ン製品を調合するのに有用な他の性質を有する高再生含量ポリオールが、特定の当量比に
おいて、グリコール消化熱可塑性ポリエステル、好ましくは、消化ＰＥＴと、可消化ポリ
マーとを、本明細書で定義されたように反応させることにより製造され得ることを見出し
た。前記ポリオールは、各種のポリウレタン及び関連する製品（ポリウレタン分散液、可
撓性及び硬いポリマー発泡体、塗料、粉体塗料、接着剤、シーラント、及びエラストマー
を含む）を調合するのに有用であり、生化学又は石油化学系ポリオールの持続性の代替手
段を提供する。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　本発明は、ポリエステルポリオールであって、（ａ）芳香族ポリ酸ソースをグリコール
と共に加熱して、消化中間体を得ることと、（ｂ）前記得られた消化中間体を、エステル
、アミド、エーテル、カーボネート、尿素、カルバメート、グリコシド、及びイソシアヌ
レート、又はそれらの組み合わせから選択される官能基を含有する可消化ポリマーと反応
させることとを含み、前記芳香族ポリ酸ソースに対するグリコールのモル比が、少なくと
も０．８である、方法により製造され、前記ポリエステルポリオールが、約１０～約８０
０ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロキシル価を有する、ポリエステルポリオールに関す
る。
【００２０】
　一態様において、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記芳香族ポリ酸ソー
スが、熱可塑性ポリエステルである、ポリエステルポリオールに関する。
【００２１】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記熱可塑性ポリエステ
ルが、（ａ）テレフタル酸、２，５－フランジカルボン酸、イソフタル酸、ジヒドロフェ
ルラ酸から選択される酸、それらの塩、それらのＣ１～Ｃ６モノエステル、それらのＣ１
～Ｃ６ジエステル、及びそれらの組み合わせ；と、（ｂ）エチレングリコール、１，２－
プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、１，２－ブタンジオール、１，３－ブタ
ンジオール、１，４－ブタンジオール、２，３－ブタンジオール、１，３－シクロヘキサ
ンジオール、１，４－シクロヘキサンジオール、１，３－シクロヘキサンジメタノール、
１，４－シクロヘキサンジメタノール、２，２，４，４－テトラメチル－１，３－シクロ
ブタンジオールから選択されるジオール、及びそれらの組み合わせとのコポリマーから選
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択される、ポリエステルポリオールに関する。
【００２２】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記熱可塑性ポリエステ
ルが、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレンテレフタレート、ポリトリ
メチレンテレフタレート（ＰＴＴ）、グリコール－改質ポリエチレンテレフタレート、テ
レフタル酸と１，４－シクロヘキサンジメタノールとのコポリマー、テレフタル酸と１，
４－シクロヘキサンジメタノールとのイソフタル酸－改質コポリマー、２，５－フランジ
カルボン酸又はＣ１～Ｃ６－ジアルキル　２，５－フランジカルボキシレートのコポリマ
ー、テレフタル酸と２，２，４，４－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオールとの
コポリマー、及びそれらの組み合わせから選択される、ポリエステルポリオールに関する
。
【００２３】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記熱可塑性ポリエステ
ルが、バージンＰＥＴ及び再生ＰＥＴ、又はそれらの組み合わせから選択される、ポリエ
ステルポリオールに関する。
【００２４】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、再生ＰＥＴが、再生ボト
ルから得られる、ポリエステルポリオールに関する。
【００２５】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、再生ＰＥＴが、再生布地
から得られる、ポリエステルポリオールに関する。
【００２６】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、再生ＰＥＴが、再生カー
ペットから得られる、ポリエステルポリオールに関する。
【００２７】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記熱可塑性ポリエステ
ルが、バージンＰＴＴ及び再生ＰＴＴ、又はそれらの組み合わせから選択される、ポリエ
ステルポリオールに関する。
【００２８】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、再生ＰＴＴが、再生布地
から得られる、ポリエステルポリオールに関する。
【００２９】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、再生ＰＴＴが、再生カー
ペットから得られる、ポリエステルポリオールに関する。
【００３０】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記熱可塑性ポリエステ
ルが、テレフタル酸と２，２，４，４－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオールと
のコポリマーである、ポリエステルポリオールに関する。
【００３１】
　別の態様では、本発明は、ポリオールであって、前記グリコールが、エチレングリコー
ル、プロピレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，２－ブチレングリコール、
１，３－ブチレングリコール、１，４－ブタンジオール、２－メチル－１，３－プロパン
ジオール、ネオペンチルグリコール、グリセロール、トリメチロールプロパン、３－メチ
ル－１，５－ペンタンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ジエチレングリ
コール、テトラエチレングリコール、ジプロピレングリコール、トリエチレングリコール
、トリプロピレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、エ
リスリトール、ペンタエリスリトール、ソルビトール、並びに、エチレンオキシド及びプ
ロピレンオキシドのブロック若しくはランダムコポリマーグリコール、又はそれらの組み
合わせから選択される、ポリオールに関する。
【００３２】
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　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記グリコールが、再生
グリコールを含む、ポリエステルポリオールに関する。
【００３３】
　別の態様では、本発明は、約１０～約８００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロキシル
価を有する、ポリエステルポリオールに関する。
【００３４】
　別の態様では、本発明は、約２５～約５００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロキシル
価を有する、ポリエステルポリオールに関する。
【００３５】
　別の態様では、本発明は、約３５～約４００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロキシル
価を有する、ポリエステルポリオールに関する。
【００３６】
　別の態様では、本発明は、約５０～約４００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロキシル
価を有する、ポリエステルポリオールに関する。
【００３７】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記ポリエステルポリオ
ール内に包含された可消化ポリマーの重量％が、約１％～約７５％である、ポリエステル
ポリオールに関する。
【００３８】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記ポリエステルポリオ
ール内に包含された可消化ポリマーの重量％が、約３％～約６０％である、ポリエステル
ポリオールに関する。
【００３９】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記ポリエステルポリオ
ール内に包含された可消化ポリマーの重量％が、約５％～約４５％である、ポリエステル
ポリオールに関する。
【００４０】
　別の態様では、本発明は、約５０００ｃＰ未満の１２５℃での粘度を有する、ポリエス
テルポリオールに関する。
【００４１】
　別の態様では、本発明は、約２０，０００ｃＰ未満の２５℃での粘度を有する、ポリエ
ステルポリオールに関する。
【００４２】
　別の態様では、本発明は、約１０，０００ｃＰ未満の２５℃での粘度を有する、ポリエ
ステルポリオールに関する。
【００４３】
　別の態様では、本発明は、透明なポリエステルポリオールに関する。
【００４４】
　別の態様では、本発明は、５０ｗｔ％超の本明細書で定義された再生含量を有する、ポ
リエステルポリオールに関する。
【００４５】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記芳香族ポリ酸ソース
及びグリコールが、チタン触媒の存在下において加熱される、ポリエステルポリオールに
関する。
【００４６】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記芳香族ポリ酸ソース
及びグリコールが、約８０℃～約２６０℃の範囲内の温度で加熱される、ポリエステルポ
リオールに関する。
【００４７】
　別の態様では、本発明は、１０ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満の酸価を有する、ポリエステルポ
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リオールに関する。
【００４８】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記可消化ポリマーが、
可消化縮合ポリマー及び可消化付加ポリマー、又はそれらの組み合わせから選択される、
ポリエステルポリオールに関する。
【００４９】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記可消化ポリマーが、
可消化縮合ポリマーである、ポリエステルポリオールに関する。
【００５０】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記可消化ポリマーが、
可消化付加ポリマーである、ポリエステルポリオールに関する。
【００５１】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記可消化ポリマーが、
ポリ乳酸、合成（すなわち、人工）ポリアミド、ポリカーボネート、ポリウレタン、ポリ
イソシアヌレート、ポリエーテル、タンパク質、多糖類、ポリラクトン、及びポリラクタ
ム、又はそれらの組み合わせから選択される、ポリエステルポリオールに関する。
【００５２】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記可消化ポリマーが、
ポリ乳酸から選択される、ポリエステルポリオールに関する。
【００５３】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記可消化ポリマーが、
合成ポリアミドから選択される、ポリエステルポリオールに関する。
【００５４】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記可消化ポリマーが、
ポリカーボネートから選択される、ポリエステルポリオールに関する。
【００５５】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記可消化ポリマーが、
ポリウレタンから選択される、ポリエステルポリオールに関する。
【００５６】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記可消化ポリマーが、
ポリイソシアヌレートから選択される、ポリエステルポリオールに関する。
【００５７】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記可消化ポリマーが、
ポリエーテルから選択される、ポリエステルポリオールに関する。
【００５８】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記可消化ポリマーが、
タンパク質から選択される、ポリエステルポリオールに関する。
【００５９】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記可消化ポリマーが、
多糖類から選択される、ポリエステルポリオールに関する。
【００６０】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記可消化ポリマーが、
ポリラクトンから選択される、ポリエステルポリオールに関する。
【００６１】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記可消化ポリマーが、
ポリラクタムから選択される、ポリエステルポリオールに関する。
【００６２】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記合成（人工）ポリア
ミドが、ナイロン－６、ナイロン－６，６、ナイロン－６，９、ナイロン－６，１０、ナ
イロン－６，１２、ナイロン－１１、ナイロン－１２、ナイロン－４，６、及びアラミド
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、例えば、パラ－アラミド等、又はそれらの組み合わせから選択される、ポリエステルポ
リオールに関する。
【００６３】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記合成ポリアミドが、
バージンナイロン－６、再生ナイロン－６、バージンナイロン－６，６、及び再生ナイロ
ン－６，６、又はそれらの組み合わせから選択される、ポリエステルポリオールに関する
。
【００６４】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記再生ナイロン－６又
は前記再生ナイロン－６，６が、再生から得られる、ポリエステルポリオールに関する。
【００６５】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記ポリカーボネートが
、ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）（ＰＢＡＣとしても公知）である、ポリエステ
ルポリオールに関する。
【００６６】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記ポリカーボネートが
、再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）（ｒＰＢＡＣとしても公知）である、ポリ
エステルポリオールに関する。
【００６７】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記タンパク質が、ケラ
チン、コラーゲン、カゼイン、ホエー、ゼイン、シルク、ウール、又はそれらの組み合わ
せから選択される、ポリエステルポリオールに関する。
【００６８】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記タンパク質が、ケラ
チンである、ポリエステルポリオールに関する。
【００６９】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記タンパク質が、コラ
ーゲンである、ポリエステルポリオールに関する。
【００７０】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記タンパク質が、カゼ
インである、ポリエステルポリオールに関する。
【００７１】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記タンパク質が、ホエ
ーである、ポリエステルポリオールに関する。
【００７２】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記タンパク質が、ゼイ
ンである、ポリエステルポリオールに関する。
【００７３】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記タンパク質が、ダイ
ズタンパク質である、ポリエステルポリオールに関する。
【００７４】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記タンパク質が、シル
クである、ポリエステルポリオールに関する。
【００７５】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記タンパク質が、ウー
ルである、ポリエステルポリオールに関する。
【００７６】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記ケラチンが、鳥類の
羽毛から選択される、ポリエステルポリオールに関する。
【００７７】
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　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記鳥類の羽毛が、ベー
ンフェザー及びダウンフェザー、又はそれらの組み合わせから選択される、ポリエステル
ポリオールに関する。
【００７８】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記鳥類の羽毛が、ニワ
トリの羽毛、ニワトリのダウンフェザー、シチメンチョウの羽毛、シチメンチョウのダウ
ンフェザー、アヒルの羽毛、アヒルのダウンフェザー、ガチョウの羽毛、若しくはガチョ
ウのダウンフェザー、又はそれらの組み合わせから選択される、ポリエステルポリオール
に関する。
【００７９】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記鳥類の羽毛が、ニワ
トリの羽毛である、ポリエステルポリオールに関する。
【００８０】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記鳥類の羽毛が、ニワ
トリのダウンフェザーである、ポリエステルポリオールに関する。
【００８１】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記鳥類の羽毛が、シチ
メンチョウの羽毛である、ポリエステルポリオールに関する。
【００８２】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記鳥類の羽毛が、シチ
メンチョウのダウンフェザーである、ポリエステルポリオールに関する。
【００８３】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記鳥類の羽毛が、アヒ
ルの羽毛である、ポリエステルポリオールに関する。
【００８４】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記鳥類の羽毛が、アヒ
ルのダウンフェザーである、ポリエステルポリオールに関する。
【００８５】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記鳥類の羽毛が、ガチ
ョウの羽毛である、ポリエステルポリオールに関する。
【００８６】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記鳥類の羽毛が、ダウ
ンフェザーである、ポリエステルポリオールに関する。
【００８７】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記ケラチンが、羽毛粉
から得られる、ポリエステルポリオールに関する。
【００８８】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記多糖類が、ペクチン
、ポリグルコシド、及び硫酸化多糖類、又はそれらの組み合わせから選択される、ポリエ
ステルポリオールに関する。
【００８９】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記多糖類が、ペクチン
である、ポリエステルポリオールに関する。
【００９０】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記多糖類が、ポリグル
コシドである、ポリエステルポリオールに関する。
【００９１】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記多糖類が、硫酸化多
糖類である、ポリエステルポリオールに関する。
【００９２】
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　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記ポリグルコシドが、
デンプン、レーヨン、セルロース、ヘミセルロース、セロファン、及びキチン、又はそれ
らの組み合わせから選択される、ポリエステルポリオールに関する。
【００９３】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記ポリグルコシドが、
デンプンである、ポリエステルポリオールに関する。
【００９４】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記デンプンが、ヘリカ
ルアミロース、アミロペクチン、及びグリコーゲン、又はそれらの組み合わせから選択さ
れる、ポリエステルポリオールに関する。
【００９５】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記デンプンが、ヘリカ
ルアミロースである、ポリエステルポリオールに関する。
【００９６】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記デンプンが、アミロ
ペクチンである、ポリエステルポリオールに関する。
【００９７】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記デンプンが、グリコ
ーゲンである、ポリエステルポリオールに関する。
【００９８】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記ポリグルコシドが、
レーヨンである、ポリエステルポリオールに関する。
【００９９】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記ポリグルコシドが、
セルロースである、ポリエステルポリオールに関する。
【０１００】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記ポリグルコシドが、
ヘミセルロースである、ポリエステルポリオールに関する。
【０１０１】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記ポリグルコシドが、
セロファンである、ポリエステルポリオールに関する。
【０１０２】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記ポリグルコシドが、
キチンである、ポリエステルポリオールに関する。
【０１０３】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記硫酸化多糖類が、カ
ラゲナンである、ポリエステルポリオールに関する。
【０１０４】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、芳香族ポリ酸ソースと、
グリコールと、エステル、アミド、エーテル、カーボネート、尿素、カルバメート、グリ
コシド、及びイソシアヌレート基、又はそれらの組み合わせから選択される官能基を含有
する可消化ポリマーとを反応させることを含み、前記芳香族ポリ酸ソースに対するグリコ
ールのモル比が、少なくとも１．０である、方法により製造され、前記ポリエステルポリ
オールが、約１０～約８００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロキシル価を有する、ポリ
エステルポリオールに関する。
【０１０５】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、（ａ）グリコール消化芳
香族ポリ酸ソース、及び（ｂ）エステル、アミド、エーテル、カーボネート、尿素、カル
バメート、グリコシド、及びイソシアヌレート基、又はそれらの組み合わせから選択され
る官能基を含有する可消化ポリマーを消化することにより製造された中間体の反復単位を
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含む、ポリエステルポリオールに関する。
【０１０６】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、（ａ）芳香族ポリ酸ソー
ス、及び（ｂ）エステル、アミド、エーテル、カーボネート、尿素、カルバメート、グリ
コシド、及びイソシアヌレート基、又はそれらの組み合わせから選択される官能基を含有
する可消化ポリマーから生成される反復単位を含む、ポリエステルポリオールに関する。
【０１０７】
　別の態様では、本発明は、グリコールの反復単位を更に含む、ポリエステルポリオール
に関する。
【０１０８】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記ポリ酸ソースが、オ
ルトフタル酸又はフタル酸無水物以外である、ポリエステルポリオールに関する。
【０１０９】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、（ａ）前記ポリ酸ソース
が、テレフタル酸、イソフタル酸、及びオルトフタル酸、又はそれらのエステル若しくは
無水物、又は前記酸、それらのエステル若しくは無水物の組み合わせから選択される場合
、（ｂ）前記可消化ポリマーが、エステル、アミド、エーテル、カーボネート、尿素、及
びグリコシド基、又はそれらの組み合わせから選択される官能基を含有する、ポリエステ
ルポリオールに関する。
【０１１０】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、（ａ）前記ポリ酸ソース
が、テレフタル酸、イソフタル酸、若しくはそれらのエステル、又は前記酸若しくはそれ
らのエステルの組み合わせから選択される場合、（ｂ）前記可消化ポリマーが、エステル
、アミド、エーテル、カーボネート、尿素、カルバメート、グリコシド、及びイソシアヌ
レート基、又はそれらの組み合わせから選択される官能基を含有する、ポリエステルポリ
オールに関する。
【０１１１】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、疎水性物質若しくは非イ
オン性界面活性剤、又はそれらの組み合わせを更に含む、ポリエステルポリオールに関す
る。
【０１１２】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記疎水性物質又は非イ
オン性界面活性剤が、リシノール酸、ヒマシ油、エトキシル化ヒマシ油、飽和若しくは不
飽和のＣ９～Ｃ１８ジカルボン酸、植物油、脂肪酸、脂肪酸エステル、改質植物油、脂肪
トリグリセリド、カルダノール系生成物、再生料理油、イソステアリルアルコール、エポ
キシド化、オゾン化、若しくはヒドロホルミル化脂肪エステルから得られたヒドロキシ官
能性材料、二量体脂肪酸、エチレンオキシドとプロピレンオキシドとのブロックコポリマ
ー、アルコキシル化アルキルフェノール、アルコキシル化脂肪アルコール、又はそれらの
組み合わせから選択される、ポリエステルポリオールに関する。
【０１１３】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールであって、前記グリコール消化芳香
族ポリ酸ソースが、グリコール消化熱可塑性ポリエステルである、ポリエステルポリオー
ルに関する。
【０１１４】
　別の態様では、本発明は、本発明のポリエステルポリオールから製造されたポリウレタ
ンに関する。
【０１１５】
　別の態様では、本発明は、本発明のポリエステルポリオールを含むポリウレタンに関す
る。
【０１１６】
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　別の態様では、本発明は、任意の他の成分との混合前に、本発明のポリエステルポリオ
ールを含むポリウレタンに関する。
【０１１７】
　別の態様では、本発明は、本発明のポリエステルポリオールから製造されたポリウレタ
ン水性分散液に関する。
【０１１８】
　別の態様では、本発明は、本発明のポリエステルポリオールを含むポリウレタン水性分
散液に関する。
【０１１９】
　別の態様では、本発明は、本発明のポリエステルポリオールから製造された塗料に関す
る。
【０１２０】
　別の態様では、本発明は、本発明のポリエステルポリオールを含む塗料に関する。
【０１２１】
　別の態様では、本発明は、任意の他の成分との混合前に、本発明のポリエステルポリオ
ールを含む塗料に関する。
【０１２２】
　別の態様では、本発明は、液体塗料及び粉体塗料から選択される塗料に関する。
【０１２３】
　別の態様では、本発明は、本発明のポリエステルポリオールを含む液体塗料に関する。
【０１２４】
　別の態様では、本発明は、１重量％～９５重量％の本発明のポリエステルポリオールを
含む液体塗料に関する。
【０１２５】
　別の態様では、本発明は、ポリウレタン塗料である液体塗料に関する。
【０１２６】
　別の態様では、本発明は、本発明のポリエステルポリオールを含む粉体塗料に関する。
【０１２７】
　別の態様では、本発明は、任意の他の成分との混合前に、本発明のポリエステルポリオ
ールを含む粉体塗料に関する。
【０１２８】
　別の態様では、本発明は、１重量％～９５重量％の本発明のポリエステルポリオールを
含む粉体塗料に関する。
【０１２９】
　別の態様では、本発明は、４５℃以上の少なくとも１つのガラス転移点Ｔｇを有する粉
体塗料に関する。
【０１３０】
　別の態様では、本発明は、４５℃以上の少なくとも１つの融点を有する粉体塗料に関す
る。
【０１３１】
　別の態様では、本発明は、架橋剤、流動調整剤、脱気剤、触媒、及びそれらの組み合わ
せから選択される材料を更に含む粉体塗料に関する。
【０１３２】
　別の態様では、本発明は、着色材料を更に含む粉体塗料に関する。
【０１３３】
　別の態様では、本発明は、本発明の塗料材料でコートした金属基板に関する。
【０１３４】
　別の態様では、本発明は、金属基板と本発明の塗料材料とを含む、コートした金属基板
構成物に関する。
【０１３５】
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　別の態様では、本発明は、本発明のポリエステルポリオールから製造されたポリマー発
泡体に関する。
【０１３６】
　別の態様では、本発明は、本発明のポリエステルポリオールを含むポリマー発泡体に関
する。
【０１３７】
　別の態様では、本発明は、任意の他の成分との混合前に、本発明のポリエステルポリオ
ールを含むポリマー発泡体に関する。
【０１３８】
　別の態様では、本発明は、硬いポリウレタン発泡体であるポリマー発泡体に関する。
【０１３９】
　別の態様では、本発明は、ポリイソシアヌレート発泡体であるポリマー発泡体に関する
。
【０１４０】
　別の態様では、本発明は、本発明のポリエステルポリオールから製造されたアクリレー
ト又はポリアクリレートに関する。
【０１４１】
　別の態様では、本発明は、本発明のポリエステルポリオールを含むアクリレート又はポ
リアクリレートに関する。
【０１４２】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールを製造するための方法であって、（
ａ）芳香族ポリ酸ソースをグリコールと共に加熱して、消化中間体を得ることと、（ｂ）
前記得られた消化中間体を、エステル、アミド、エーテル、カーボネート、尿素、カルバ
メート、グリコシド、及びイソシアヌレート基、又はそれらの組み合わせから選択される
官能基を含有する可消化ポリマーと反応させることとを含み、前記芳香族ポリ酸ソースに
対するグリコールのモル比が、少なくとも０．８であり、前記ポリエステルポリオールが
、約１０～約８００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロキシル価を有する、方法に関する
。
【０１４３】
　別の態様では、本発明は、ポリエステルポリオールを製造するための方法であって、芳
香族ポリ酸ソースと、グリコールと、エステル、アミド、エーテル、カーボネート、尿素
、カルバメート、グリコシド、及びイソシアヌレート基、又はそれらの組み合わせから選
択される官能基を含有する可消化ポリマーとを反応させることを含み、前記芳香族ポリ酸
基に対するグリコールのモル比が、少なくとも０．８であり、前記ポリエステルポリオー
ルが、約１０～約８００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロキシル価を有する、方法に関
する。
【０１４４】
　定義
　本明細書で使用する場合、下記用語は、明確に反対に記述されない限り、示された意味
を有する。
【０１４５】
　本明細書で使用し、以下により詳細に記載された場合、「可消化ポリマー（ｄｉｇｅｓ
ｔｉｂｌｅ　ｐｏｌｙｍｅｒ）」という用語は、化学反応を介して、本明細書における方
法及び組成物の消化芳香族ポリ酸ソース、例えば、熱可塑性ポリエステルにより、より小
さいポリマー、オリゴマー、又はモノマー成分に破壊又は分解され得る、本発明の方法及
び組成物のポリマー成分を意味する。前記可消化ポリマーは、消化芳香族ポリ酸ソース、
例えば、熱可塑性ポリエステルとは区別され、同芳香族ポリ酸ソースと混同されるべきで
はない。前記可消化ポリマーが消化又は破壊される化学反応の例は、解糖である。本明細
書において有用な各種の可消化ポリマーは、以下に記載されている。これらのポリマーの
ソースは、再生ポリマー及び廃棄物であり得る。
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【０１４６】
　本明細書で使用する場合、「官能基」という用語は、分子の特徴的な化学反応又は特性
を担う、それらの分子内における原子の特定の基又は結合を意味する。同じ官能基は、一
般的には、官能基が一部を形成する分子のサイズにかかわらず、同じか又は類似する化学
反応を起こすであろう。ただし、官能基の相対的な反応性は、前記可消化ポリマー中に見
出される近くの官能基及び架橋の度合いにより改変され得る。部分という語又は化学部分
という用語は、多くの場合、「官能基」と同義的に使用されるが、ＩＵＰＡＣの定義に従
って、部分は、部分構造としての官能基全体又は官能基の一部のいずれかを含み得る、分
子の一部である。例えば、エステル－ＲＣＯＯＲ’－は、エステル官能基－Ｃ（＝Ｏ）Ｏ
Ｒを有し、アルコキシ部分－ＯＲ’と、アシル部分ＲＣ（＝Ｏ）－とから構成され、又は
同様に、エステル官能基は、カルボキシレートＲＣ（＝Ｏ）Ｏ－と、アルキル－Ｒ’部分
とに分割されてもよい。Ｒ及びＲ’は、官能基又は部分が付着している分子の残り部分を
表すことが留意される。この例では、Ｒ及びＲ’は、炭素含有基、例えば、アルキル基で
ある。官能基の非限定的な例は、本発明の可消化ポリマー中に見出される以下のもの：
　エステル又は－Ｃ（＝Ｏ）Ｏ－（この例では、Ｏ－は、炭素含有化学基の炭素に付着し
ている）；
【化１】

　アミド又は－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲ－（この例では、Ｒは、Ｈ又は炭素含有基である）；
【化２】

　エーテル－ＲＯＲ’－（この例では、Ｒ及びＲ’は、独立して、同じか又は異なる炭素
含有基である）；
【化３】

　カーボネート－ＯＣ（＝Ｏ）Ｏ－；
【化４】

　尿素（カルバミドとしても公知）－ＮＲＣ（＝Ｏ）ＮＲ’－（この例では、Ｒ及びＲ’
は、独立して、Ｈ又は炭素含有基である）；
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　カルバメート（ウレタンとしても公知）－ＯＣ（＝Ｏ）ＮＲ－（この例では、Ｒは、Ｈ
又は炭素含有基である）；
【化６】

　グリコシド（すなわち、糖が別の糖又は官能基にグリコシド結合を介して結合している
分子。スクロース化合物の下記化学構造は、非限定的な例であり、二糖類であるスクロー
スにおける糖であるグルコースとフルクトースとのグリコシド結合を例示する

【化７】

）；
　イソシアヌレート（すなわち、置換されている窒素及びカルボニル基を交互に含有する
６員環系、同環系は、通常、ジイソシアネートから得られる。この例では、Ｒ及びＲ’は
、炭素含有基から独立して選択される
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【化８】

）を含む。
【０１４７】
　本明細書で使用する場合、「解糖（ｇｌｙｃｏｌｙｓｉｓ）」という用語は、ポリマー
化学の分野に由来するものであり、ポリマーがグリコールによる化学反応を介して分解し
て、低分子量フラグメント、例えば、オリゴマー及びモノマー等を生成することを意味す
る。
【０１４８】
　本明細書で使用する場合、「廃棄物」という用語は、例えば、埋立て処理、焼却、動物
用飼料、コンクリート、エネルギー源としての焼却、施肥、景観マルチ、又は比較的価値
の低い用途以外に最終目的又は用途をほとんど有しない、工業、農業、又は消費者のソー
スからの廃棄物又は廃棄された製品を意味する。
【０１４９】
　本明細書で使用する場合、「再生ポリマー」という用語は、その本来の寿命を終えた後
にほとんど価値がなく、他の用途に使用するために、本来の消費用途から、経済的に価値
のある方法において回収される、ポリマーを意味する。
【０１５０】
　可消化ポリマー
　本発明の組成物及び方法は、可消化ポリマーを含む。これらの可消化ポリマーは、エス
テル、アミド、エーテル、カーボネート、尿素（すなわち、カルバミド）、カルバメート
（すなわち、ウレタン）、グリコシド、及びイソシアヌレート基、又はそれらの組み合わ
せから選択される官能基を有するか又は含有する。前記可消化ポリマーは、酵素反応を含
み得る化学反応を介して、より小さいポリマー、オリゴマー、又はモノマー成分に、「消
化」又は破壊若しくは分解され得るものである。
【０１５１】
　前記可消化ポリマーは、縮合ポリマー、付加ポリマー、又はそれらの組み合わせから選
択され得る。縮合ポリマーは、モノマーが互いに連結し、小分子、例えば、水、アンモニ
ア、又は低分子量アルコール、例えば、メタノール若しくはエタノールを副生成物として
失う、縮合反応を介して形成される。付加ポリマーは、モノマーの化学的付加を介して、
小分子の副生成物を失うことなく形成される。本発明の目的で、付加ポリマーは、一般的
には、モノマー、例えば、ラクトン、ラクタム、及びエポキシドの開環、並びに、これら
のモノマーの開始分子、例えば、アミン又はアルコールへの付加により、ジ－若しくはポ
リ－イソシアネートなどのモノマーを活性水素含有ポリオール若しくはアミンに付加して
、ポリウレタンを形成することにより、又は、ジ－若しくはポリ－イソシアネートを三量
体化して、イソシアヌレートを形成することにより構成される。
【０１５２】
　本発明の可消化ポリマーは、ポリ乳酸（ＰＬＡ）、合成ポリアミド、ポリカーボネート
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、ポリウレタン、ポリイソシアヌレート（ＰＩＲ）、ポリエーテル、タンパク質、多糖類
、又はそれらの組み合わせから選択される。前述の中でも、前記ポリ乳酸（ＰＬＡ）、合
成ポリアミド、ポリカーボネート、タンパク質、及び多糖類が、一般的に考慮される縮合
ポリマーである。一方、ラクトンモノマー、例えば、カプロラクトン等から構成されるポ
リラクトン、及び、ラクタムモノマー、例えば、カプロラクタム等から構成される本質的
にはポリアミドであるポリラクタムは、一般的に考慮される付加ポリマーである。ポリエ
ーテルは、アルコールの縮合を介して調製されてもよいが、ポリエーテルは、通常、エチ
レンオキシド、プロピレンオキシド、及びテトラヒドロフラン等のモノマーの、活性水素
含有開始剤、例えば、アルコール、グリコール、又はアミンへの付加反応により調製され
る。加えて、ポリ乳酸は、ラクチドの活性水素含有開始剤への付加反応又は乳酸自体の縮
合反応のいずれかを介して調製されてもよい。最後に、ポリウレタン及びポリイソシアヌ
レート（ＰＩＲ）は、通常、ジ－若しくはポリ－イソシアヌレートと活性水素物質、例え
ば、ポリオール若しくはアミンとを付加重合させ、又は、ジ－若しくはポリ－イソシアヌ
レートを二量体化若しくは三量体化して、ウレチジンジオン及びイソシアヌレートをそれ
ぞれ形成することを介して調製される。また、前述のカテゴリーに従ったポリマーの特徴
決定は、従来からあるものであり、都合が良いことにも留意されたい。ただし、前述のカ
テゴリーの中で幾らかの重複が存在することが認識される。例えば、ポリアミド、ポリラ
クタム、及びタンパク質は全て、アミド官能基を含有するが、便宜上、それらは、別々に
記載されている。同様に、ポリ乳酸及びポリラクトンは両方とも、エステル官能基を含有
する。
【０１５３】
　更に、前記可消化ポリマーは、２種類以上の官能基を含有し得る。複数の官能基を含有
するこのようなポリマーの例は、ポリウレタン及びポリイソシアヌレートである。これら
は、エーテル、エステル、ウレタン、及びイソシアヌレート基を含有する場合がある。他
の可消化ポリマーは、種々の重合性モノマーの繰返しブロック又はセグメントを有する、
ブロックコポリマーである。また、２種類以上の可消化ポリマーのアロイ、ブレンド、複
合材、又は組み合わせが、本発明の範囲内にある。
【０１５４】
　本明細書のこのセクション中において記載された可消化ポリマーは、以下の「芳香族ポ
リ酸ソース」セクションで記載された材料とは別個のものであり、同材料とは区別できる
本発明の成分であると考えられる。
【０１５５】
　前記可消化ポリマーは、再生ポリマー及び廃棄物から得ることができる。実際に、グリ
ーンケミストリー及び持続性の考慮の観点から、このようなソースからの可消化ポリマー
を使用するのが非常に望ましい。前記可消化ポリマーは、バージン又は新たに製造された
ソースから更に得られてもよい。この後者の選択は、新たに製造されたポリマーを消化す
ることにより得られた更なる性能上の利益が得られたポリエステルポリオール生成物に対
して付加価値的利益を提供する場合に意味をなす。
【０１５６】
　可消化ポリマー用の消化中間体
　前記可消化ポリマーは、芳香族ポリ酸ソースの消化に由来する材料により消化され得る
。種々のポリ酸ソースが、熱可塑性ポリエステルを含む消化中間体を提供するために消化
されるのに有用である。このような熱可塑性ポリエステルの例は、ポリエチレンテレフタ
レート（ＰＥＴ）、ポリブチレンテレフタレート、ポリトリメチレンテレフタレート、グ
リコール－改質ポリエチレンテレフタレート、テレフタル酸と１，４－シクロヘキサンジ
メタノールとのコポリマー、テレフタル酸と１，４－シクロヘキサンジメタノールとのイ
ソフタル酸－改質コポリマー、２，５－フランジカルボン酸又はジアルキル　２，５－フ
ランジカルボキシレートのコポリマー、又はそれらの組み合わせを含む。１つ以上のグリ
コールも、本段落中で上記された材料と共に使用され得る。これらのグリコールは、以下
の「グリコール」セクションで記載されたものと同じであり得る。好ましいグリコールの
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例は、エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレングリコール、及び約４０
０未満の分子量を有するポリエチレングリコール、並びにそれらの組み合わせを含む。
【０１５７】
　また、本明細書で記載されたように、前記ポリエステルポリオールは、前記ポリ酸ソー
ス、前記グリコール、及び前記可消化ポリマーが混合されることにより、前記ポリ酸ソー
ス及びグリコールが、前記可消化ポリマーの存在下において消化材料を形成し、これによ
り、前記可消化ポリマーを消化する、１つのポット又は１つの反応器システム中で製造さ
れ得る。
【０１５８】
　下記は、本明細書において有用な可消化ポリマーの例である。
【０１５９】
　ポリ乳酸（ＰＬＡ）
　ポリ乳酸（ＰＬＡ）は、本明細書において有用な可消化ポリマーである。ポリ乳酸は、
熱可塑性脂肪族ポリエステルである。ポリ乳酸は、生分解性であり、通常、再生可能資源
、例えば、トウモロコシデンプン、タピオカの根、チップ若しくはデンプン、又はサトウ
キビから得られる。２０１０年には、ＰＬＡは、世界中において、あらゆるバイオプラス
チックの中で２番目に高い消費量を有した。Ｍａｒｋｅｔ　Ｓｔｕｄｙ　Ｂｉｏｐｌａｓ
ｔｉｃｓ，Ｃｅｒｅｓａｎａ，Ｄｅｃ　２０１１を参照のこと。本明細書において有用な
ポリ乳酸の例は、Ｎａｔｕｒｅｗｏｒｋｓ　ＬＬＣにより供給されるＩｎｇｅｏ乳酸を含
む。ＰＬＡの再生は、始まったばかりであるが、例えば、スポーツスタジアムにおける閉
鎖ループリサイクル等の例が存在する。この場合、スタジアム内でのカップ、器具、並び
に他の食品及び飲料容器が、完全にＰＬＡに基づいており、容易に再生可能である。
【０１６０】
　合成ポリアミド
　合成、すなわち、人工ポリアミドは、本明細書において有用な可消化ポリマーである。
これらのポリマーは、アミド官能基により連結された繰返し単位を有する。本明細書で使
用する場合、「合成」又は「人工」という用語は、これらの可消化ポリマーを、タンパク
質とは区別するためのものである。同タンパク質は、以下で記載された「アミド」又は「
ペプチド」結合を含有する。合成ポリアミドは、段階成長重合又は固相合成により製造さ
れ得る。その例は、ナイロン、アラミド、及びポリ（アスパラテート）ナトリウムである
。合成ポリアミドは、その優れた耐久性及び強度のために、布地、自動車、カーペット、
及びスポーツウェアに一般的に使用されている。本明細書において有用な人工ポリアミド
の例は、ナイロン－６、ナイロン－６，６、ナイロン－６，９、ナイロン－６，１０、ナ
イロン－６，１２、ナイロン－１１、ナイロン－１２、ナイロン－４，６等のナイロン、
並びにアラミド及びパラ－アラミド、例えば、Ｋｅｖｌａｒ、Ｔｅｃｈｎｏｒａ、Ｔｗａ
ｒｏｎ、Ｈｅｒａｃｒｏｎ、及びＮｏｍｅｘを含む。バイオ系ポリアミドの例は、ＰＡ１
１を含む。ＰＡ１１は、天然油から得られるバイオポリマーである。ＰＡ１１は、Ａｒｋ
ｅｍａにより、商品名Ｒｉｌｓａｎ　Ｂとして供給される。類似するバイオ系ポリアミド
は、ポリアミド４１０（ＰＡ４１０）である。ＰＡ４１０は、ヒマシ油から得られ、ＤＳ
Ｍにより商品名ＥｃｏＰａＸＸとして製造されている。再生ポリアミドのソースは、射出
成型された自動車部品を含む工場からのナイロンスクラップ、並びに、使用済み又は工場
でのスクラップ済み若しくは廃棄物、例えば、布地、織物、及びナイロンカーペットを含
む。
【０１６１】
　ポリカーボネート
　ポリカーボネートは、本明細書において有用な可消化ポリマーである。ポリカーボネー
トは、カーボネート官能基により連結された繰返し単位を含有するポリマーである。対象
となる市販の多くのポリカーボネートは、硬いモノマーから得られる。ポリカーボネート
の耐熱性、耐衝撃性、及び光学特性を含む有用な特性のバランスは、汎用プラスチックと
エンジニアプラスチックとの間に位置している。ポリカーボネートは、ビスフェノールＡ
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（ＢＰＡ）とホスゲンとの反応により製造され得る。得られたポリマーは、ポリ（ビスフ
ェノールＡカーボネート）、すなわち、ＰＢＡＣとして公知である。再生ポリ（ビスフェ
ノールＡカーボネート）、すなわち、ｒＰＢＡＣも、前記消化に使用され得ることが見出
された。更に、本発明者らは、ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）がｒＰＥＴ含有ポ
リオールとトランス反応されて、ポリ（エステル／カーボネート）ハイブリッドポリオー
ルを形成し得ることを見出した。ポリカーボネートの化学分解は公知であるが、ｒＰＢＡ
Ｃ用の解糖剤としての芳香族ポリエステルポリオールの使用を研究した科学的研究は存在
しない。Ａ．Ｏｋｕ，Ｓ．Ｔａｎａｋａ，Ｓ．Ｈａｔａ，Ｐｏｌｙｍｅｒ　４１（２００
０）６７４９－６７５３；Ｄ．Ｋｉｍ，Ｂ．，Ｋｉｍ，Ｙ．Ｃｈｏ，Ｍ．Ｈａｎ，Ｂ．，
Ｋｉｍ，Ｉｎｄ．Ｅｎｇ．Ｃｈｅｍ．Ｒｅｓ．（２００９），４８，６８５－６９１；及
び、Ｃ．Ｌｉｎ，Ｈ．Ｌｉｎ，Ｗ．Ｌｉａｏ，Ｓ．Ａ．Ｄａｉ，Ｇｒｅｅｎ　Ｃｈｅｍｉ
ｓｔｒｙ，（２００７），９，３８－４３を参照のこと。
【０１６２】
　本明細書において有用なポリカーボネートの例は、Ｌｅｘａｎ（登録商標）、Ｃａｌｉ
ｂ（登録商標）、及びＭａｋｒｏｌｏｎ（登録商標）を含む。ポリカーボネートは、リサ
イクルが困難であることを意味する７がコードされているが、ポリカーボネートボトル及
びＣＤは、広く再生されている。ポリカーボネートを再生する１つの方法は、化学再生に
よるものである。ＰＣは、触媒の存在下においてフェノールと反応させ、ＢＰＡ及びＤＰ
Ｃモノマーを形成して製造される。精製後、これらの両モノマーは、ポリマーを製造する
のに使用される。本発明は、熱可塑性ポリカーボネートを再生するための改善された方法
を提供する。
【０１６３】
　ポリウレタン
　ポリウレタン（ＰＵ又はＰＵＲ）は、本明細書において有用な可消化ポリマーである。
ポリウレタンは、カルバメート（ウレタン）結合により連結された有機単位の鎖から構成
されるポリマーである。大部分のポリウレタンは、加熱された際に溶融しない熱硬化性ポ
リマーである。ただし、熱可塑性ポリウレタンも利用可能である。ポリウレタンは、典型
的には、ジ－又はポリイソシアネートとポリオールとを反応させることにより形成される
。ポリウレタンを製造するのに使用されるイソシアネート及びポリオールは両方とも、１
つの分子当たりに、平均２個以上の官能基を含有する。ポリウレタンは、多くの市販の重
要な品目を製造するのに使用されている。同品目は、可撓性の高弾性発泡体シート、硬い
発泡体断熱パネル、微発泡体シール及びガスケット、耐久性のエラストマーホイール及び
タイヤ、自動車のサスペンションブッシュ、電気封止化合物、高性能接着剤、表面コーテ
ィング、粉体塗料、シーラント、合成繊維（例えば、Ｓｐａｎｄｅｘ）、カーペット裏打
ち、硬いプラスチック部品（例えば、電子式計器用）、並びにホースを含む。ポリウレタ
ン製品は、廃棄物からポリウレタンを取り出し、元の材料に固有の値を幾らか再現するた
めの種々の方法において再生され得る。ポリウレタン再生廃棄物は、現場、可撓性若しく
は硬い発泡体製品の工業的製造中及び建築物の解体中のＰＵ若しくはＰＩＲスクラップか
ら生じ得る。ＰＵの再生法の例は、カーペット裏打ちを形成するための再結合、有用なポ
リオールを提供するためのグリコールによる消化、元のＰＵ生成物に戻してブレンドする
ためにＰＵ生成物を粉末にすり潰すこと、及びＰＵスクラップを有用な物品に圧縮成型す
ることを含む。このため、本発明の実施に利用され得る再生又はスクラップＰＵ廃棄物が
存在する。
【０１６４】
　ポリイソシアヌレート（ＰＩＲ）
　ポリイソシアヌレート（ＰＩＲ）は、本明細書において有用な可消化ポリマーである。
ポリイソシアヌレートは、典型的には、発泡体として製造され、硬い断熱材として使用さ
れる。ポリイソシアヌレートは、建築及びパイプの断熱用に建築業界において一般的に使
用される。ＰＩＲのスクラップ又は再生廃棄物は、建築物の解体、ＰＩＲ発泡体の工業的
製造、既存の構造体への新たな断熱の新たな構築又は追加導入からのスクラップを利用可
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能である。このため、本発明の実施に利用され得る再生又はスクラップＰＩＲ廃棄物が存
在する。
【０１６５】
　ポリエーテル
　ポリエーテルは、本明細書において有用な可消化ポリマーである。これらのポリマーは
、エーテル官能基により互いに連結された繰返し単位を含有する。このようなポリエーテ
ルの例は、ポリエチレングリコール（ＰＥＧ）、ポリプロピレングリコール（ＰＰＧ）、
ポリテトラメチレングリコール（ＰＴＭＧ）、及び混合ＰＥＧ／ＰＰＧポリマーを含む。
ＰＵ及びＰＩＲポリマーは、ポリエーテルポリオールを利用するため、それらのポリマー
について存在するのと同じ再生廃棄物が、ポリエーテルについて存在する。加えて、本発
明の実施に利用され得る、オフグレード又はスクラップの非イオン性界面活性剤及びポリ
エーテルポリオールについての製造後廃棄物が存在することが考えられる。
【０１６６】
　タンパク質
　タンパク質は、本明細書において有用な可消化ポリマーである。タンパク質は、ペプチ
ド、すなわち、アミド基により互いに連結したアミノ酸から構成される天然のポリマー材
料である。すなわち、タンパク質は、大型の生体分子又は巨大分子であり、アミノ酸残基
の１本以上の長鎖からなる。タンパク質は、生きた生物内での多岐にわたる機能を行う。
同機能は、代謝反応を触媒すること、ＤＮＡを複製すること、刺激に応答すること、及び
、分子をある場所から別の場所に輸送すること、並びに、生きた生物に構造及び質量を提
供することを含む。タンパク質は、その遺伝子のヌクレオチド配列により命じられるアミ
ノ酸の配列において、一次構造的に互いに異なる。同一次構造は、通常、その機能及び活
性を決定する、タンパク質の特定の三次元構造への折り畳みをもたらす。また、タンパク
質は、脂肪との組み合わせ（リポタンパク質と呼ばれる）及び多糖類との組み合わせ（糖
タンパク質と呼ばれる）でも見出される。前記タンパク質は、本明細書において、上記さ
れた人工のポリアミドとは区別して記載される。
【０１６７】
　タンパク質は、広い各種の農業原料、植物、及び動物に見出される。タンパク質及び再
生又は廃棄物としてのその使用は、「Ｐｒｏｔｅｉｎｓ　ｉｎ　Ｂｉｏｍａｓｓ　Ｓｔｒ
ｅａｍｓ」：Ａ　ｓｔｕｄｙ　ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎｅｄ　ｂｙ　ｔｈｅ　Ｂｉｏｒｅｎ
ｅｗａｂｌｅ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅｓ　Ｐｌａｔｆｏｒｍ（Ｐｌａｔｆｏｒｍ　Ｇｒｏｅｎ
ｅ　Ｇｒｏｎｄｓｔｏｆｆｅｎ），ａｕｔｈｏｒｅｄ　ｂｙ　Ｗｉｍ　Ｍｕｌｄｅｒ　ａ
ｎｄ　ｄａｔｅｄ　Ａｐｒｉｌ　２０１０に更に記載されている。同文献は、その全体が
参照により本明細書に組み込まれる。タンパク質の例は、ケラチン、コラーゲン、乳タン
パク質、例えば、カゼイン及びホエー、ゼイン、シルク、並びにウールを含む。
【０１６８】
　ケラチンは、繊維状構造タンパク質のファミリーである、ケラチンは、ヒトの皮膚の外
層を構築する重要な構造材料である。また、髪の毛及び爪の重要な構造成分でもある。ケ
ラチンモノマーは、束にアッセンブリされて、中間体フィラメントを形成する。同フィラ
メントは、強靭で、不溶性であり、爬虫類、鳥類、両生類、及び哺乳類に見出される強力
な非石灰化組織を形成する。アルファ－ケラチンと呼ばれるケラチンの形態は、アルファ
－コイル及び溝状セクションから構成され、髪の毛、ウール、爪、角、及び蹄の主な成分
である。タンパク質鎖がプリーツシート内で水素結合しているベータ－ケラチンと呼ばれ
るケラチンの形態は、鳥の羽毛、くちばし、及びかぎ爪、並びに、爬虫類のかぎ爪、うろ
こ、及び甲羅に見出される。また、シルクは、ケラチンの例である。
【０１６９】
　本明細書において有用な可消化ポリマーソースは、鳥類、すなわち、鳥の羽毛である。
同羽毛は、鳥のより硬い外層又は羽根（ベーン、静脈、又は血管も）の羽毛及びより柔ら
かい内層又は未熟な羽毛（ダウン又はダウンフェザーとも呼ばれる）を含む。肉及び卵の
両方を生産する家禽業界は、大量の廃棄物である羽毛及びダウンを生じる。このため、鳥
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の羽毛、例えば、ニワトリの羽毛、ニワトリのダウン、アヒルの羽毛、アヒルのダウン、
ガチョウの羽毛、ガチョウのダウン、シチメンチョウの羽毛、及びシチメンチョウのダウ
ンは、可消化ケラチンポリマーの豊富で、再生可能なソースである。Ｂｕｍｌａ，Ｎ．Ａ
．，ｅｔ　ａｌ．，Ｐｒｏｃｅｓｓ　ａｎｄ　Ｕｔｉｌｉｚａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｆｅａｔ
ｈｅｒｓ，Ｐｏｕｌｔｒｙ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，Ｊｕｌｙ　２８，２０１２；Ｖ．Ｓ
ａｕｃｅｄｏ－Ｒｉｖａｌｃｏｂａ，ｅｔ　ａｌ．，（Ｃｈｉｃｋｅｎ　ｆｅａｔｈｅｒ
ｓ　ｋｅｒａｔｉｎ）／ｐｏｌｙｕｒｅｔｈａｎｅ　ｍｅｍｂｒａｎｅｓ，Ａｐｐｌｉｅ
ｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ　Ａ（２０１１）１０４：２１９－２２８；Ａ．Ｕｌｌａｈ，ｅｔ　
ａｌ．，Ｂｉｏｐｌａｓｔｉｃｓ　ｆｒｏｍ　Ｆｅａｔｈｅｒ　Ｑｕｉｌｌ，Ｂｉｏｍａ
ｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ　２０１１，１２　３８２６－３８３２；及び、２０１４年２
月１３日に公表された国際公開第２０１４／０２３６８４号（Ｎｅｓｔｅｃ　Ｓ．Ａ）を
参照のこと。これらの文献は、その全体が参照により本明細書に組み込まれる。羽毛粉は
、家禽処理の副産物である。羽毛粉は、家禽の羽毛から、それらを高温及び高圧下におい
て部分的に加水分解し、ついで、すり潰し、乾燥させることにより製造される。総窒素レ
ベルは、相当に高い（最大１２％）が、この窒素の生物学的利用能は、低い場合がある。
羽毛粉は、配合動物飼料に使用され、有機肥料として使用される。羽毛粉は、レンダリン
グと呼ばれる処理により製造される。１４０℃を超える温度のスチーム加圧釜が、羽毛を
煮て、滅菌するのに使用される。これにより、タンパク質が部分的に加水分解され、同タ
ンパク質を変性させる。ついで、このタンパク質を乾燥させ、冷却し、動物飼料（大部分
が反芻動物）用の窒素源として又は有機土壌改良剤として使用するために粉末にすり潰す
。特定の例では、羽毛粉は、羽毛全体より完全に消化し得るために、特に、消化に十分適
していることができる。
【０１７０】
　コラーゲンは、動物組織、例えば、皮膚、骨、及び腱に見出される繊維状の構造タンパ
ク質である。基本的な構造は、３本のポリペプチド鎖から構成される三重へリックスであ
り、グリシン、プロリン、及びヒドロキシプロリンの共通する繰返し単位を有する。コラ
ーゲンは、家畜処理業界からの再生廃棄物として容易に利用可能である。
【０１７１】
　乳タンパク質、例えば、カゼイン及びホエーは、乳製品の主な成分であり、乳製品業界
からの再生廃棄物を表す。カゼインは、主にリン酸化タンパク質であり、開いたランダム
コイル構造により特徴付けられる。ホエーは、約７５～８０％のタンパク質含量を有し、
チーズ製造からの副産物であり、ベータ－ラクトグロブリンを豊富に含んでいる。
【０１７２】
　各種のタンパク質が、植物ソースから利用可能である。同植物ソースは、コムギ、トウ
モロコシ（トウモロコシ）、ダイズ、ジャガイモなどの重要な作物、及びエンドウマメな
どの他のマメ科植物を含む。例えば、数多くの種類のタンパク質が、トウモロコシ（トウ
モロコシ）中に見出される。同タンパク質は、アルブミン、グロブリン、ゼイン（プロラ
ミンタンパク質の分類）、及びグルテリンを含む。数多くのタンパク質が、コムギ中にも
見出される。同タンパク質は、アルブミン、グロブリン、及びグルテニンを含む。グルテ
ンは、コムギにおける主な貯蔵タンパク質である。ダイズ粉は、微細粉末にすり潰された
、煎られたダイズから製造され、タンパク質を５０％含有する。ダイズ粉は、３つの形態
：天然又は全脂肪、脱脂、及びレシチン化に入る。天然又は全脂肪は、ダイズに見出され
る天然油を含有する。脱脂は、処理中に除去される油を有する。レシチン化は、添加され
たレシチンを有する。ダイズ粉は、グルテンを含まないため、ダイズ粉から製造されるイ
ーストで膨らませたパンは、生地が密である。ダイズの粗い粒子は、ダイズが炙られ、粗
い破片に砕かれていること以外は、ダイズ粉と同様である。脱脂ダイズ粉は、専ら脱脂ダ
イズから製造される。脱脂ダイズ粉は、シリアル製品（コムギ、トウモロコシ、コメ）に
対する成分及び添加物として使用される。脱脂ダイズ粉は、広い各種の製品に使用され得
る。同製品は、パン、離乳食、シリアル、クッキー、マフィン、シリアル、ケーキ、パス
タ、及びトルティーヤを含む。脱脂ダイズ粉は、商業的な加工業者により、全世界で現在
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使用されている。また、脱脂ダイズ粉は、ブレンドされた食料支援製品、例えば、トウモ
ロコシ－ダイズブレンド、ダイズ強化コムギ粉等における共通成分でもある。また、脱脂
ダイズ粉は、種々の微量栄養素及びミネラルによっても強化され得る。ダイズ粉は、ダイ
ズタンパク質及び炭水化物の両方の供給源であることが認識されたい。煮ていない脱脂ダ
イズ粉１００グラム当たりの栄養データは、水分９ｇ、水分を含まないベースでのタンパ
ク質（Ｎ×６．２５）５２ｇ、灰分６ｇ、脂肪（石油エーテル）１ｇ、脂肪（酸加水分解
）３ｇ、粗繊維４ｇ、全食物繊維１８ｇ、及び総炭水化物３０ｇと報告されている。
【０１７３】
　ウールは、ヒツジ及び他の特定の動物から得られる繊維状タンパク質繊維であり、ヤギ
からのカシミア、ヤギからのモヘア、ジャコウウシからの下生えの毛、ウサギからのアン
ゴラ、ラクダ科からの他の種類のウールを含む。
【０１７４】
　また、タンパク質は、水生ソース、例えば、魚類、微細藻類、大型藻類（海藻）から得
ることができる。したがって、このような材料は、魚の処理及び海藻の養殖から利用可能
である。
【０１７５】
　多糖類
　多糖類は、本明細書において有用な可消化ポリマーである。多糖類は、グリコシド結合
により互いに結合された単糖類単位の長鎖から構成される、ポリマー性炭水化物分子であ
る。前記多糖類鎖は、直線状又は分岐状であることができ、貯蔵多糖類、例えば、デンプ
ン及びグリコーゲン、並びに、構造型多糖類、例えば、セルロース及びキチンを含む。多
糖類は、例えば、（グルコースのポリマーである）ポリグルコシド及び硫酸化多糖類を含
む。ポリグルコシドの例は、デンプン、レーヨン、セルロース、セロファン、及びキチン
を含む。デンプンは、ヘリカルアミロース、アミロペクチン、及びグリコーゲンのカテゴ
リーにより更に特徴付けられ得る。キチンは、グルコースの誘導体であるＮ－アセチルグ
ルコサミンのポリマー材料である。キチンは、真菌の細胞壁、節足動物、例えば、甲殻類
（例えば、カニ、ロブスター、及びエビ）及び昆虫類の外骨格、軟体動物の歯舌、並びに
、イカ及びタコを含む頭足網動物の口先及び甲骨の主な成分である。キチンの構造は、概
ね結晶性のナノフィブリル又はウィスカーである。キチンは、甲殻類業界からの再生廃棄
物として利用可能である。硫酸化多糖類の例は、カラゲナンである。カラゲナンは、食用
紅海藻から抽出された直線状ポリマーである。セルロースは、式（Ｃ６Ｈ１０Ｏ５）ｎ［
式中、ｎは、繰返し式単位数を示す］を有する有機化合物である。セルロースは、数百～
数千のβ（１→４）結合Ｄ－グルコース単位の直鎖からなる多糖類である。セルロースは
、植物、多くの形態の藻類、及び卵菌の一次細胞壁の重要な構造成分である。幾つかの種
類の細菌は、セルロースを分泌して、バイオフィルムを形成する。セルロースは、地球上
で最も豊富な有機ポリマーである。綿繊維のセルロース含量は、９０％であり、木のセル
ロース含量は、４０～５０％であり、乾燥大麻のセルロース含量は、約４５％である。セ
ルロースは、ボール紙及び紙を製造するのに主に使用される。より少量は、広い各種の誘
導体製品、例えば、セロファン、レーヨン、及びニトロセルロースに変換される。工業用
途のセルロースは、木質パルプ、綿、及び再生紙製品から主に得られる。
【０１７６】
　本明細書において有用な多糖類は、ペクチンである。Ｗｉｋｉｐｅｄｉａ等の情報源で
記載されたように、ペクチンは、陸上植物の一次細胞壁に含有される構造的なヘテロ多糖
類であり、１８２５年にＨｅｎｒｉ　Ｂｒａｃｏｎｎｏｔにより最初に単離され、記載さ
れた。ペクチンは、ガラクツロン酸を豊富に含む。複数の区別できる多糖類が特定されて
おり、ペクチングループ内に特徴付けられる。ホモガラクツロナンは、α－（１－４）結
合Ｄガラクツロン酸の直鎖である。置換ガラクツロナンは、Ｄ－ガラクツロン酸残基の骨
格から分岐した糖類ペンダント残基（例えば、キシロガラクツロナン及びアピオガラクツ
ロナンそれぞれの場合には、Ｄ－キシロース又はＤ－アピオース）の存在により特徴付け
られる。ラムノガラクツロナンＩペクチン（ＲＧ－Ｉ）は、繰返し二糖類：４）－α－Ｄ
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－ガラクツロン酸－（１，２）－α－Ｌ－ラムノースの骨格を含有する。別の構造型のペ
クチンは、ラムノガラクツロナンＩＩ（ＲＧ－ＩＩ）である。ラムノガラクツロナンＩＩ
は、低頻度の複雑な非常に分岐した多糖類である。ラムノガラクツロナンＩＩは、数名の
著者により、置換ガラクツロナンのグループ内に分類されている。ラムノガラクツロナン
ＩＩの骨格が、Ｄ－ガラクツロン酸単位から専ら構成されているためである。単離された
ペクチンは、典型的には、６０，０００～１３０，０００ｇ／モルの分子量を有する。こ
の分子量は、起源及び抽出条件により変動する。１９８５年５月２８日に発行された米国
特許第４，５２０，１３９号（Ｋｅｎｎｅｄｙ　ｅｔ　ａｌ）を参照のこと。
【０１７７】
　ポリラクトン及びポリラクタム
　ポリラクトン及びポリラクタムは、本明細書において有用な可消化ポリマーである。ポ
リラクトンの例は、カプロラクトンの付加又は開環重合により構成されたポリマーである
。ポリラクタムの例は、カプロラクタムの重合により構成されたポリマーである。前記ポ
リラクトンは、複数のエステル官能基を含有するポリエステルである。同様に、前記ポリ
ラクタムは、アミド官能基がアミノ置換されたカルボン酸から代わりに得られたように、
複数のアミド官能基を含有するため、本質的にはポリアミドである。上記ポリアミドセク
ションで列記されたナイロン－６も、本質的には、カプロラクタムモノマーの開環若しく
は付加重合又は付加から構成されるポリラクタムである。再生ポリラクトンの可能性のあ
るソースは、ポリウレタンエラストマー製品製造からの製造後スクラップを含む。
【０１７８】
　グリコール
　使用するのに適したグリコールは周知である。「グリコール」は、２つ以上のヒドロキ
シル基を有する、直線状又は分岐状の脂肪族又は脂環式の化合物又は化合物の混合物を意
味する。他の官能基、特に、エーテル又はエステル基が、前記グリコール中に存在しても
よい。好ましいグリコールにおいて、前記ヒドロキシル基の２つが、約２～約２０個の炭
素、好ましくは、約２～約１４個の炭素、及びより好ましくは、約２～約８個の炭素によ
り分離される。エーテル結合は、ヒドロキシル基間の炭素分離中に含まれてもよいが、酸
素原子は、炭素数に含まれないことが留意される。適切なグリコールは、例えば、エチレ
ングリコール、プロピレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，２－ブチレング
リコール、１，３－ブチレングリコール、１，４－ブタンジオール、２－メチル－１，３
－プロパンジオール、ネオペンチルグリコール、グリセロール、トリメチロールプロパン
、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ジエ
チレングリコール、ジプロピレングリコール、トリエチレングリコール、１，６－ヘキサ
ンジオール、トリプロピレングリコール、テトラエチレングリコール、ポリエチレングリ
コール（ＰＥＧ）、ポリプロピレングリコール（ＰＰＧ）、エリスリトール、ペンタエリ
スリトール、ソルビトール、並びに、エチレンオキシド及びプロピレンオキシドのブロッ
ク又はランダムコポリマーグリコール等、並びにそれらの混合物を含む。好ましくは、前
記グリコールは、エチレングリコール、プロピレングリコール、２－メチル－１，３－プ
ロパンジオール、ジエチレングリコール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、ネオ
ペンチルグリコール、及び、約６００未満の分子量を有するポリエチレングリコール（例
えば、ＰＥＧ２００及びＰＥＧ４００）、並びにそれらの混合物から選択される。プロピ
レングリコールが特に好ましい。好ましい態様では、前記グリコールは、再生グリコール
、特に、プロピレングリコール及び再生ジエチレングリコールである。使用済み融氷液か
ら回収されたプロピレングリコールは、一例である。別の好ましい態様では、前記グリコ
ールは、再生エチレングリコールである。再生エチレングリコールは、使用済みのエンジ
ン不凍剤又は冷却剤から回収されてもよい。
【０１７９】
　芳香族ポリ酸ソース
　「芳香族ポリ酸ソース（ａｒｏｍａｔｉｃ　ｐｏｌｙａｃｉｄ　ｓｏｕｒｃｅ）」とい
う用語は、材料又はソースが１つ以上の芳香族酸部分又は基を含有するのを示すのに使用
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される。以下の化学構造１は、芳香族ポリ酸ソースの例示を提供する。
【化９】

　式中、Ｒ１及びＲ２は、カルボキシレート基であり、Ｒ３及びＲ４は、カルボキシレー
ト基又は水素から選択される。
【０１８０】
　以下の化学構造２は、芳香族ポリ酸ソースの別の例示を提供する。

【化１０】

　式中、両Ｒ基は、カルボン酸基又はアルキルエステル基である。
【０１８１】
　以下の化学構造３は、芳香族ポリ酸ソースの別の例示を提供する。

【化１１】

　式中、Ｒ１及びＲ２は、アルキル基又は水素のいずれかから独立して選択される。
【０１８２】
　このセクションにおいて本明細書で記載された芳香族ポリ酸ソース材料は、上記「可消
化ポリマー」セクションにおいて別個に記載されたように、前記可消化ポリマーとは別の
ものであると考えられ、本発明の区別できる成分であることに留意されたい。
【０１８３】
　前記芳香族ポリ酸ソースは、熱可塑性ポリエステル等のポリエステルを含む。これらは
、１つ以上の二官能性及び／又は多官能性芳香族カルボン酸を、１つ以上の二官能性ヒド
ロキシル化合物及び／又は多官能性ヒドロキシル化合物と反応させることにより調製され
るポリエステルポリマーを含む。
【０１８４】
　本発明の実施に適した芳香族ポリ酸基を含有する材料の例は、フタル酸、フタル酸無水
物、ジメチルフタレート、ジアルキルフタレート、テレフタル酸、ジメチルテレフタレー
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ト、ジアルキルテレフタレート、イソフタル酸、ジメチルイソフタレート、ジアルキルイ
ソフタレート、ＤＭＴボトム（例えば、米国特許第５，０７５，４１７号；同第４，８９
７，４２９号；同第３，６４７，７５９号；同第４，４１１，９４９号；同第４，７１４
，７１７号；及び同第４，８９７，４２９号に記載）、トリメリト酸、トリメリト酸無水
物、トリメチルトリメリテート、ナフタレンジカルボン酸、ピロメリト酸無水物、２，５
－フランジカルボン酸、ジアルキル　２，５－フランジカルボキシレート、ピロメリト酸
、ジアルキルナフタレンジカルボキシレート、及びそれらの混合物を含む。
【０１８５】
　また、「テレフタル酸」という用語は、テレフタル酸自体及びそれらの残基、並びに、
テレフタル酸の任意の誘導体を含むことを意図している。同誘導体は、ポリエステルを構
成するためのジオールとの反応プロセスに有用な、その会合酸ハロゲン化物、エステル、
半エステル、塩、半塩、無水物、混合無水物、又はそれらの混合物若しくはそれらの残基
を含む。
【０１８６】
　また、芳香族ポリ酸ソースは、熱可塑性ポリエステルから得てもよい。使用するのに適
した熱可塑性ポリエステルは、当技術分野において周知である。熱可塑性ポリエステルは
、グリコールと芳香族ジカルボン酸又は酸誘導体との反応から生成される縮合ポリマーで
ある。例としては、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレンテレフタレー
ト（ＰＢＴ）、ポリトリメチレンテレフタレート（ＰＴＴ）、グリコール－改質ポリエチ
レンテレフタレート（ＰＥＴＧ）、テレフタル酸と１，４－シクロヘキサンジメタノール
とのコポリマー（ＰＣＴ）、２，５－フランジカルボン酸又はジアルキル　２，５－フラ
ンジカルボキシレートと少なくとも１つのグリコールとのコポリマー、ＰＣＴＡ（イソフ
タル酸－改質ＰＣＴ）、ナフタレンジカルボン酸又はジアルキルナフタレンジカルボキシ
レートのコポリマー等、及びそれらの混合物を含む。
【０１８７】
　適切な熱可塑性ポリエステルは、バージンポリエステル、再生ポリエステル、又はそれ
らの混合物を含む。ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）が特に好ましく、特に、再生
ポリエチレンテレフタレート（ｒＰＥＴ）、バージンＰＥＴ、及びそれらの混合物が好ま
しい。適切な熱可塑性ポリエステルのより多くの例については、米国特許出願公開第２０
０９／０１３１６２５号を参照のこと。同公報の教示は、参照により本明細書に組み込ま
れる。
【０１８８】
　本発明のポリエステルポリオールの製造に使用するのに適した再生ポリエチレンテレフ
タレートは、各種のソースから得ることができる。最も一般的なソースは、プラスチック
ボトル又は他の容器からのＰＥＴの使用済み廃棄物である。前記ｒＰＥＴは、無色である
か、染料（例えば、緑色、青色、褐色、又は他の色）を含有するか、これらの混合物であ
ることができる。少量の有機又は無機の異物（例えば、紙、他のプラスチック、ガラス、
金属等）が存在し得る。ｒＰＥＴの望ましいソースは、「フレーク状」のｒＰＥＴである
。同フレーク状ｒＰＥＴからは、スクラップＰＥＴボトルに存在する多くの一般的な不純
物が、予め取り除かれている。ｒＰＥＴの別の望ましいソースは、ペレット化ｒＰＥＴで
ある。同ペレット化ｒＰＥＴは、粒子状の不純物を更に除去するために、ｒＰＥＴを溶融
させ、金属ろ過メッシュを通して押し出すことにより製造される。ＰＥＴプラスチックボ
トルは、任意の再生努力にマッチし得るよりはるかに多くの量で現在製造されているため
、スクラップＰＥＴは、豊富に利用可能であり続けるであろう。ＰＥＴの他のソースは、
ＰＥＴ布地及びＰＥＴカーペット、例えば、再生ＰＥＴ布地及び再生ＰＥＴカーペットを
含む。例えば、ポリオレフィン裏打ち、炭酸カルシウム充填材、及びラテックス接着剤を
含み、カーペットの約９０％がＰＥＴ組成であると推定される再生ＰＥＴポリエステルカ
ーペットは、前記消化中間体を調製するのに有用なソース材料である。
【０１８９】
　ポリトリメチレンテレフタレート（ＰＴＴ）は、別の有用なポリ芳香族ソースであり、
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ＰＥＴと同様に、ＰＴＴ布地及びＰＴＴカーペット、例えば、再生ＰＴＴ布地及び再生Ｐ
ＴＴカーペットから得ることができる。例えば、ポリオレフィン裏打ち、炭酸カルシウム
充填材、及びラテックス接着剤を含み、カーペットの約９０％がＰＴＴ組成であると推定
される再生ＰＴＴポリエステルカーペットは、前記消化中間体を調製するのに有用なソー
ス材料である。
【０１９０】
　他の有用なポリ芳香族ソースは、ポリ芳香族と硬いジオール、例えば、シクロアルカン
ジオールとから構成されるポリエステルである。このような硬いジオールの例は、２，２
，４，４－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオール、１，３－シクロヘキサンジオ
ール、１，４－シクロヘキサンジオール、１，３－シクロヘキサンジメタノール、及び１
，４－シクロヘキサンジメタノールを含む。このような例は、２，２，４，４－テトラメ
チル－１，３－シクロブタンジオールのテレフタレートコポリエステルを含み、柔らかい
ジオール、例えば、Ｃ２～Ｃ６の直線状又は分岐状の脂肪族ジオールをも含有するポリエ
ステルも含む。これらのポリエステルの例は、例えば、飲料水ボトルの消費後再生からの
Ｅａｓｔｍａｎ　Ｔｒｉｔａｎ材料を含む。２０１３年３月２１日に公表された米国特許
出願公開第２０１３／００７２６２８号（Ｃｒａｗｆｏｒｄ　ｅｔ　ａｌ）及びＤ．Ｒ．
Ｋｅｌｓｅｙ　ｅｔ　ａｌ．，Ｈｉｇｈ　Ｉｍｐａｃｔ，Ａｍｏｒｐｈｏｕｓ　Ｔｅｒｅ
ｐｈｔｈａｌａｔｅ　Ｃｏｐｏｌｙｅｓｔｅｒｓ　ｏｆ　Ｒｉｇｉｄ　２，２，４，４－
Ｔｅｔｒａｍｅｔｈｙｌ－１，３－ｃｙｃｌｏｂｕｔａｎｅｄｉｏｌ　ｗｉｔｈ　Ｆｌｅ
ｘｉｂｌｅ　Ｄｉｏｌｓ，Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ，２０００，３３，５８１０－
５８１８も参照のこと。これらの文献は、その全体が参照により本明細書に組み込まれる
。
【０１９１】
　疎水性物質及び非イオン性界面活性剤
　また、本発明のポリエステルポリオールは、疎水性物質、非イオン性界面活性剤、及び
それらの混合物を含んでもよい。疎水性物質は、トリグリセリド及び改質トリグリセリド
、脂肪酸、脂肪酸エステル、二量体脂肪酸、脂肪二酸、植物油及び改質植物油（例えば、
米国特許第５，９２２，７７９号、同第６，３５９，０２２号、同第６，６６４，３６３
号、及び国際公開第２０１３／１５４８７４号に記載）；ヒマシ油（例えば、国際公開第
２０１３／１５４８７４号に記載）；改質又は誘導体化ポリテルペン；改質カシューナッ
ツ殻油；カルダノール；カルダノール誘導体；ディールスアルダー又はエン反応改質ポリ
オール（例えば、国際公開第２０１３／１０９８３４号に記載）；並びに、トール油脂肪
酸（例えば、米国特許第５，０７５，４１７号及び同第４，８９７，４２９号に記載）を
含む。前記芳香族ポリエステルポリオールは、非イオン性界面活性剤又は反応物質（例え
ば、米国特許第４，５２９，７４４号、国際公開第９９１９３７７号、及び同第２００９
０４５９２６号に記載）を更に含んでもよい。
【０１９２】
　本発明の実施に適したトリグリセリドの例は、ダイズ油、獣脂、魚油、キャノーラ油、
ヒマシ油、きり油、アマニ油、トウモロコシ油、再生料理油、ヒマワリ油、パーム油、ピ
ーナッツ油、パーム核油、綿実油、ココナッツ油、及びベニバナ油を含む。
【０１９３】
　本発明の実施に適した脂肪酸の例は、リノール酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、カプ
ロン酸、カプリル酸、カプリン酸、２－エチルヘキサン酸、ラウリン酸、ステアリン酸、
オレイン酸、リノレイン酸、リシノール酸、トール油、及びそれらの混合物を含む。これ
らの脂肪酸のアルキルエステル及びこれらのアルキルエステルの混合物も、本発明の実施
に適した例である。
【０１９４】
　本発明の実施に適した脂肪二酸の例は、アゼライン酸、セバシン酸、ドデカン二酸、テ
トラデカン二酸、ヘキサデカン二酸、オクタデカン二酸、ノネン二酸、デセン二酸、ドデ
セン二酸、テトラデセン二酸、ヘキサデセン二酸、オクタデセン二酸、エイコセン二酸、
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エイコサン二酸、ドコサン二酸、テトラコサン二酸、テトラコセン二酸等、及びそれらの
混合物を
含む。
【０１９５】
　非イオン性界面活性剤の例は、エチレンオキシドと、プロピレンオキシド、ブチレンオ
キシド、若しくはプロピレンオキシドとブチレンオキシドとの混合物のいずれかとのブロ
ックコポリマーを含む。「ｎｏｎｉｏｎｉｃ　Ｓｕｒｆａｃｔａｎｔｓ：Ｐｏｌｙｏｘｙ
ａｌｋｙｌｅｎｅ　Ｂｌｏｃｋ　Ｃｏｐｏｌｙｍｅｒｓ」，（Ｓｕｒｆａｃｔａｎｔ　Ｓ
ｃｉｅｎｃｅ　Ｓｅｒｉｅｓ，Ｂｏｏｋ　６０，ＣＲＣ　Ｐｒｅｓｓ），１９９６，Ｖａ
ｕｇｈｎ　Ｎａｃｅ，ｅｄ．及び「Ｎｏｎｉｏｎｉｃ　Ｓｕｒｆａｃｔａｎｔｓ：Ｏｒｇ
ａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ」（Ｓｕｒｆａｃｔａｎｔ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　Ｓｅｒｉｅ
ｓ　Ｂｏｏｋ　７２），１９９７　Ｎｉｃｏ　Ｍ．ｖａｎ　Ｏｓ．，ｅｄを参照のこと。
開始剤が、このようなブロックコポリマーを開始させるのに使用されることは周知である
。適切な開始剤は、グリコール、モノオール、脂肪アルコール、アルキルフェノール、フ
ェノール、スチレン化フェノール、ビスフェノール、トリオール、及びテトロールを含む
。反応物質又は添加剤として使用するのに適した更なる非イオン性界面活性剤は、エトキ
シル化又はアルコキシル化ヒマシ油を含む。
【０１９６】
　触媒
　前記消化中間体を調製するのに適した触媒は周知である（例えば、Ｋ．Ｔｒｏｅｖ　ｅ
ｔ　ａｌ．，Ｊ．Ａｐｐｌ．Ｐｏｌｙｍ．Ｓｃｉ．９０（２００３）１１４８を参照のこ
と）。特に、適切な触媒は、チタン、亜鉛、アンチモン、ゲルマニウム、ジルコニウム、
マンガン、又は他の金属を含む。具体例は、チタンアルコキシド（例えば、テトラブチル
チタン酸）、リン酸チタン（ＩＶ）、ジルコニウムアルコキシド、酢酸亜鉛、酢酸鉛、酢
酸コバルト、酢酸マンガン（ＩＩ）、アンチモントリオキシド、ゲルマニウムオキシド等
、及びそれらの混合物を含む。イソシアネート反応化学を顕著に促進しない触媒が好まし
い。使用される触媒量は、典型的には、調製されるポリオールの総量に基づいて、０．０
０５～５ｗｔ％、好ましくは、０．０１～１ｗｔ％、より好ましくは、０．０２～０．７
ｗｔ％の範囲にある。
【０１９７】
　前記可消化ポリマーの加水分解及び化学分解は、酵素、例えば、プロテアーゼ、リパー
ゼ、アミラーゼ、マルターゼ、スクラーゼ、ラクターゼ、エステラーゼ、ヒドロラーゼ、
アミダーゼ、グルコシダーゼ、グリコシドヒドロラーゼ、ペプチダーゼ等、及びそれらの
混合物の使用により触媒され得る。ついで、前記消化中間体により得られた加水分解又は
化学分解生成物の後続の反応は、酵素、例えば、リパーゼ、アミダーゼ、及びエラスター
ゼにより促進されてもよい。
【０１９８】
　また、前記可消化ポリマーと前記消化中間体との反応も、カルボン酸を含む酸又は塩基
の使用により触媒され得る。
【０１９９】
　方法、特性、及び組成物
　本発明は、前記芳香族酸ソース及び前記可消化ポリマーの両方を再生して、高い再生含
量を有するポリエステルポリオールを提供するための手段を提供する。得られたポリエス
テルポリオールの再生含量は、広い範囲の再生含量を有し得るが、約５０重量％以上の再
生含量を有するものが、特に魅力的であろう。
【０２００】
　再生廃棄物に関して、材料がナイロン－６、ナイロン－６，６、又はＰＴＴカーペット
である場合、繊維は、典型的には、製造後のオフグレード若しくは欠陥のある再生カーペ
ット、未染色の商品若しくは繊維製品、及び消費後の再生カーペット起源である。消費後
の再生カーペットの場合には、前記カーペットは、典型的には、再生廃棄物として使用す
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るためのカーペットアンインストーラーにより回収される。この廃棄物は、製造後の再生
カーペット廃棄物より多くの汚れ、例えば、ほこり、ペットの毛、カビ等を有し、再生ナ
イロン－６、ナイロン－６，６、又はＰＴＴ廃棄物として使用する前に、従来の再生スキ
ームにおける洗浄工程を必要とする場合がある。したがって、本発明におけるように、洗
浄工程の必要性を回避する方法は、持続性における改善を表すであろう。
【０２０１】
　再生廃棄物が縮重合又は付加ポリマーの布地若しくは織物又は繊維である場合、材料は
、典型的には、製造後のオフグレード若しくはスクラップ起源であり、染料及び他の汚れ
を含有し得る。製造後のオフグレードは、誤って染色された織物又は不正確な織布に由来
する場合がある。製造後のスクラップは、縮重合又は付加ポリマーの布地又は織物を使用
する、衣服、カーペット、家具、靴、カーテン、及び他の布地系物品の製造中に織物を切
断することにより生じる、余りの織物に由来し得る。縮重合又は付加ポリマーの布地又は
織物の消費後の再生品は、アパレルメーカー及び制服メーカー並びに小売店、並びに行政
庁、病院及びクリニック、学校、スポーツクラブ、並びに他の団体からの使い古した衣服
を利用することにより生じ得る。
【０２０２】
　前記熱可塑性ポリエステル及びグリコールは、場合により、触媒の存在下において加熱
されて、消化中間体を得る。前記消化中間体は、一般的には、グリコール反応物質、前記
熱可塑性ポリエステルから生成されたグリコール、テレフタレートオリゴマー、及び他の
解糖生成物の混合物であろう。例えば、ＰＥＴ又はｒＰＥＴが前記熱可塑性ポリエステル
である場合、前記消化中間体は、グリコール反応物質、（前記ＰＥＴ又はｒＰＥＴから生
成された）エチレングリコール、ビス（２－ヒドロキシアルキル）テレフタレート（「Ｂ
ＨＡＴ」）、より高い分子量のＰＥＴオリゴマー、及び他の解糖生成物の混合物を含むで
あろう。種々の形態における類似する消化混合物が、以前に製造され、特徴付けられてい
る（例えば、Ｄ．Ｐａｓｚｕｎ　ｅｔ　ａｌ．，Ｉｎｄ．Ｅｎｇ．Ｃｈｅｍ．Ｒｅｓ．３
６（１９９７）１３７３及びＮ．Ｉｋｌａｄｉｏｕｓ，Ｊ．Ｅｌａｓｔ．Ｐｌａｓｔ．３
２（２０００）１４０を参照のこと）。加熱は、有利には、８０℃～２６０℃、好ましく
は、１３０℃～２４０℃、より好ましくは、１５０℃～２３０℃、及び最も好ましくは、
１６０℃～２２０℃の範囲内の温度において行われる。
【０２０３】
　より具体的には、本発明の文脈において、解糖は、消化芳香族ポリ酸ソース、例えば、
熱可塑性ポリエステル中間体のヒドロキシル基と可消化ポリマーとの、前記可消化ポリマ
ーの分子量を低下させることにより、２０℃～１２０℃の間の温度で液体であるポリオー
ルを提供するような方法における反応を意味する。
【０２０４】
　一態様において、前記熱可塑性ポリエステルがポリエチレンテレフタレートである場合
、前記消化中間体は、グリコール又はグリコールとテレフタレート成分との混合物を含む
。前記グリコール及びテレフタレート成分は、エステル交換反応を介して消化されなけれ
ばならない。この消化反応は、前記熱可塑性ポリエステル、グリコール、及び任意の触媒
を、少なくとも混合物が液化し、前記熱可塑性ポリエステルの粒子が反応温度においても
はや見えなくなるまで、加熱することにより行われる。反応時間は、約３０分～約１６時
間、より典型的には、１～１０時間、更により典型的には、３～８時間の範囲であり、反
応温度、前記熱可塑性ポリエステルのソース、使用される特定のグリコール反応物質、混
合割合、所望の脱重合度合い、及び当業者の裁量の範囲内にある他の要因により決まるで
あろう。
【０２０５】
　前記芳香族ポリ酸ソースに対するグリコールのモル比は、少なくとも０．８、好ましく
は、２．０～６．０、より好ましくは、２．５～４．５である。前記グリコール／芳香族
ポリエステルソースのモル比が約２．０を下回る場合、生成物は、多くの場合、室温で固
体であるか、ポリウレタン用途の従来のポリオールとして使用するのに実用的であるには
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粘度が高過ぎる。ただし、可消化ポリマーを高温で消化する目的では、０．８～２．０の
熱可塑性ポリエステルに対するグリコールの比が許容され得る。一方、前記グリコール／
芳香族ポリエステルソースのモル比が約６を超える場合、得られた可消化ポリマー系ポリ
オールのヒドロキシル価が約８００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの実用的な上限値を超える傾向があ
る。
【０２０６】
　第２の反応工程において、上記された消化中間体を、可消化ポリマーと反応させて、本
発明のポリエステルポリオールを得る。
【０２０７】
　前記消化中間体と前記可消化ポリマーとの間の反応を、前記可消化ポリマーの１つ以上
の官能基と、前記消化中間体中に存在するヒドロキシル基との間の反応を促進するのに効
果的な条件下において行う。
【０２０８】
　消化後に得られたポリエステル生成物中の可消化ポリマーの重量％は、１％～７５％、
好ましくは、３％～６０％、最も好ましくは、約５％～約４５％である。
【０２０９】
　幾らかの可消化ポリマーがポリオールを製造するのに使用される限り、１つ以上の他の
可消化ポリマーも含まれ得る。可消化ポリマーの混合物が使用され得る。
【０２１０】
　別の態様では、前記ポリエステルポリオールは、１回の工程、又は、１つのポット反応
において、前記芳香族ポリ酸ソース、グリコール、及び可消化ポリマーを、前記ポリオー
ルを製造するのに効果的な条件下において反応させることにより製造される。２つの工程
の方法を使用して製造されるポリオールと同様に、消化後に得られたポリエステル生成物
中の可消化ポリマーの重量％は、１％～７５％、好ましくは、３％～６０％、最も好まし
くは、５％～４５％である。前記芳香族ポリエステルソースに対するグリコールのモル比
は、少なくとも０．８であり、得られたポリオールは、１０～８００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの
範囲内のヒドロキシル価を有する。１回の工程の方法が使用される場合、水を除去しなが
ら、グリコールを反応容器に戻す凝縮システムを利用するのが好ましい。グリコールの除
去が多くなり過ぎると、濁った又は不透明なポリオールがもたらされるおそれがある。以
下の実施例ＩＩＩ及びＩＸは、１回の工程の方法を例示している。
【０２１１】
　本発明のポリエステルポリオールは、１０～８００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ、好ましくは、２
５～５００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ、より好ましくは、３５～４００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ、及び更
により好ましくは、５０～４００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロキシル価を有する。
ヒドロキシル価は、このような決定のための任意に許容され得る方法により測定され得る
。同方法は、例えば、ＡＳＴＭ　Ｅ－２２２（「酢酸無水物のアセチル化を使用するヒド
ロキシル基のための標準的な試験法」）を含む。
【０２１２】
　本発明のポリオールは、好ましくは、１．５～５．０．より好ましくは、１．８～４．
５、及び最も好ましくは、２．０～４．０の範囲内の平均ヒドロキシル官能性（すなわち
、１つの分子当たりの－ＯＨ基の平均数）を有する。
【０２１３】
　本発明のポリオールは、２０℃～１２５℃の温度において、流動性の液体である。好ま
しくは、前記ポリオールは、約２０，０００ｃＰ未満の２５℃～１２５℃で測定された粘
度を有する。一部の実施形態では、前記ポリオールは、約２０，０００ｃＰ未満の２５℃
での粘度を有する。他の実施形態では、前記ポリオールは、約１０，０００ｃＰ未満の２
５℃での粘度を有する。更に他の実施形態では、前記ポリオールは、約５０００ｃＰ未満
の１２５℃での粘度を有する。ただし、これらの粘度範囲外のポリオールも有用であり得
る。
【０２１４】
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　粘度は、任意の工業的に許容され得る方法により測定され得る。例えば、適切なスピン
ドルを備えたＢｒｏｏｋｆｉｅｌｄ粘度計（例えば、Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ　ＤＶ－ＩＩ
Ｉ　Ｕｌｔｒａレオメーター）を使用し、測定における十分な信頼性を確保するために、
サンプルを複数種類のトルク設定において測定するのが都合良い。
【０２１５】
　前記ポリオールは、好ましくは、低い酸価を有する。ウレタン製造メーカーは、多くの
場合、ポリオールが特定の仕様を下回る酸価を有することを要求するであろう。低い酸価
は、（可消化ポリマーによる）縮合工程を所望のレベルに完了させることにより、又は、
前記縮合工程の終了時に酸スカベンジャー（例えば、Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅにより製造され
たＣａｒｄｕｒａ（商標）Ｅ１０Ｐグリシジルエステル）を加えることにより確保され得
る。好ましくは、前記ポリオールは、３０ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満、より好ましくは、１０
ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満、及び最も好ましくは、５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満の酸価を有する。
上記で示唆されたように、特定の用途に必要とされる場合、酸スカベンジャー、例えば、
エポキシド誘導体等により酸価を調整するのは許容可能な実務である。この処理は、製造
メーカー、販売代理店、又はエンドユーザにより行われ得る。
【０２１６】
　ＰＵ又はＰＩＲ可消化ポリマーを使用して調製されたポリエステルポリオールの場合に
は、少量のトルエンジアミン（ＴＤＡ）、メチレンジフェニルアミン（ＭＤＡ）、又はポ
リマー性メチレンジフェニルアミン（ＰＭＤＡ）が形成される場合がある。これらの物質
は有害物質であるため、得られたポリエステルポリオール中におけるその存在を減少又は
除去するのが望ましい。これは、少量のアミンスカベンジャー、例えば、アルキレンオキ
シド、グリシジルエーテル、エポキシ誘導体、例えば、エポキシド化ダイズ油、イソシア
ネート若しくはイソシアネート誘導体等を、得られたポリエステルポリオールに、加熱及
び撹拌と同時に導入して、ＴＤＡ、ＰＭＤＡ、又はＭＤＡと前記アミンスカベンジャーと
の間の反応を達成して、ＰＵ及びＰＩＲ可消化ポリマーから得られたポリエステルポリオ
ール中のこれらの有害物質の含量を減少させることにより達成されてもよい。
【０２１７】
　前記ポリエステルポリオールの利点は、原材料としての生化学的又は石油化学的ソース
への低下した依存性である。好ましくは、前記ポリオールは、１０ｗｔ％超、より好まし
くは、２５ｗｔ％超、最も好ましくは、５０ｗｔ％超の再生含量を含む。前記再生含量の
好ましい範囲は、２５～９９．９ｗｔ％である。「再生含量」は、再生熱可塑性ポリエス
テル及び任意の再生グリコール又は可消化ポリマーを組み合わせた量を意味する。一部の
グリコール、例えば、プロピレングリコール又はエチレングリコールは、回収又は再生材
料として利用可能である。例えば、プロピレングリコールは、融氷液に使用されており、
使用後に、この融氷液は、回収され、精製され、再利用され得る。加えて、再生エチレン
グリコールは、回収されたエンジン不凍剤又はエンジン冷却剤から得ることができる。好
ましくは、前記可消化ポリマーは、再生可能資源又は消費後若しくは製造後再生ソースか
ら調製され、又は、得られる。再生含量は、例えば、再生熱可塑性ポリエステル及び任意
の再生グリコール又は再生可消化ポリマーの質量を組み合わせ、反応物質（グリコール、
熱可塑性ポリエステル、及び可消化ポリマー）の合計質量によりこの合計を割り、ついで
、結果に１００を掛けることにより算出され得る。
【０２１８】
　望ましいポリオールの性質は、特に、長期の保管に基づく沈殿が存在しないことである
。沈殿が存在する場合、前記ポリオールを、ろ過し、撹拌し、加熱しながら撹拌し、又は
、固形分を除去又は再溶解するために他の方法で処理しなければならない場合がある。好
ましくは、これは避けられる。好ましい本発明のポリオールは、沈殿を示さないか、わず
かな度合いの沈殿のみを示す。より好ましいポリオールは、沈殿の証拠を示さない。
【０２１９】
　具体的な態様では、本発明は、（ａ）バージンＰＥＴ、再生ＰＥＴ、又はそれらの混合
物をプロピレングリコールと共に、亜鉛又はチタン触媒の存在下において加熱して、消化
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中間体を得ることと、（ｂ）前記中間体を可消化ポリマーと縮合させて、ポリエステルポ
リオールを得ることとを含み、消化後に得られたポリエステル生成物中の可消化ポリマー
の重量％が、１％～７５％、好ましくは、３％～６０％、最も好ましくは、約５％～約４
５％であり、前記ＰＥＴに対するグリコールのモル比が、２．５～４．５の範囲内であり
、前記ポリオールが、２５～５００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの範囲内のヒドロキシル価、２５℃
～９０℃で２０，０００ｃＰ未満の粘度、及び２５ｗｔ％超の本明細書で定義された再生
含量を有する、方法に関する。
【０２２０】
　ポリオールから製造された製品
　本発明のポリエステルポリオールは、広い各種のポリウレタン製品を調合するのに使用
され得る。使用される可消化ポリマーの割合を調節することにより、所望の度合いのポリ
オール疎水性が、「ダイアルイン」され得る。疎水性を制御する能力は、塗料業界におい
て特に価値がある。前記ポリオールは、可撓性発泡体、硬い発泡体（ポリイソシアヌレー
ト発泡体を含む）、ウレタン分散液、塗料、粉体塗料、接着剤、シーラント、及びエラス
トマーを含む多孔性、微孔性、及び非孔性用途に使用され得る。得られたポリウレタンは
、自動車及び輸送用途、ビル及び建築物製品、海洋製品、梱包発泡体、可撓性スラブスト
ック発泡体、カーペット裏打ち、設備の断熱、射出エラストマー及び型、靴、バイオメデ
ィカルデバイス、及び他の用途に有用である可能性がある。
【０２２１】
　更に、本発明のポリエステルポリオールは、アクリル酸又はメタクリル酸由来の原材料
により、エステル化又はエステル交換を介して誘導体化され、モノ－、ジ－、及びポリア
クリレートを形成してもよい。本発明のポリエステルポリオールの（メタ）アクリレート
誘導体を形成するのに適した（メタ）アクリル化原材料の例は、アクリロイルクロリド、
メタクリロイルクロリド、メタクリル酸、アクリル酸、メチルアクリレート、メチルメタ
クリレート等、又はそれらの混合物を含む。このような（メタ）アクリレート誘導体化さ
れた本発明のポリエステルポリオールは、放射線又はＵＶ硬化塗料調合又は用途に有用で
ある。本発明のポリエステルポリオールのイソシアネートプレポリマーは、ヒドロキシエ
チル（メタ）アクリレートとの反応により誘導体化され、ウレタン（メタ）アクリレート
を形成してもよい。得られたウレタンアクリレートも、放射線又はＵＶ硬化塗料調合又は
用途に使用されてもよい。
【０２２２】
　特定の態様では、本発明は、本発明のポリエステルポリオールから製造されたポリウレ
タン水性分散液に関する。本発明者らは、前記可消化ポリマー改質ポリオールが、高い固
体性及び低い粘度と、低い沈殿傾向とを含む望ましい特性のバランスを有する、ポリウレ
タン水性分散液に容易に調合されることを見出した。ポリウレタン水性分散液を調合する
ための数多くの方法は公知であり、使用するのに適している。好ましくは、前記ポリウレ
タン分散液は、イソシアネート末端化プレポリマーを水中に乳化剤の支援により乳化する
ことにより製造される。水、水可溶性ポリアミン鎖伸長剤、又はそれらの組み合わせが、
乳化されたプレポリマーと反応させるのに使用されてもよい。前記プレポリマーは、好ま
しくは、本発明のポリエステルポリオール、ヒドロキシ官能性乳化剤、１つ以上の補助ポ
リオール、及び１つ以上のポリイソシアネートを反応させることにより製造される。前記
ポリウレタン水性分散液は、好ましくは、水性塗料、接着剤、シーラント、エラストマー
、及び類似するウレタン製品を調合するのに使用される。それらは、溶媒への依存性を低
下させるのに特に有用である。例えば、前記分散液は、低またはゼロＶＯＣ組成物を調合
するのに使用され得る。
【０２２３】
　前記プレポリマーの調製に使用するのに適したポリイソシアネートは周知であり、それ
らは、芳香族、脂肪族、及び脂環式のポリイソシアネートを含む。例としては、トルエン
ジイソシアネート（ＴＤＩ）、ＭＤＩ、ポリマー性ＭＤＩ、ナフタレンジイソシアネート
（ＮＤＩ）、水素化ＭＤＩ、トリメチル－又はテトラメチルヘキサメチレンジイソシアネ
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ート（ＴＭＤＩ）、ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）、イソホロンジイソシア
ネート（ＩＰＤＩ）、シクロヘキサンジイソシアネート（ＣＨＤＩ）、キシレンジイソシ
アネート（ＸＤＩ）、水素化ＸＤＩ等を含む。脂肪族ジイソシアネート、例えば、ヘキサ
メチレンジイソシアネート及びイソホロンジイソシアネートが特に好ましい。
【０２２４】
　使用するのに適した補助ポリオールも周知である。それらは、ポリエーテルポリオール
、脂肪族ポリエステルポリオール、芳香族ポリエステルポリオール、ポリカーボネートポ
リオール、グリコール等を含む。好ましい補助ポリオールは、２～６、好ましくは、２～
３の範囲内の平均ヒドロキシル官能性、及び、５００～１０，０００、好ましくは、１，
０００～８，０００の範囲内の数平均分子量を有する。好ましいポリエステルポリオール
は、芳香族又は脂肪族二酸とジオール又はトリオール（例えば、エチレングリコール、プ
ロピレングリコール、２－メチル－１，３－プロパンジオール、３－メチル－１，５－ペ
ンタンジオール、１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、グリセリン、トリ
メチロールプロパン、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ビスフェノールＡエトキシ
レート）、特に、ジオールとの縮合生成物である。
【０２２５】
　ヒドロキシ官能性乳化剤も、前記ポリウレタン分散液を製造するのに使用される。この
成分の役割は、通常、水と中和剤、例えば、酸又は塩基の反応物質との組み合わせに基づ
いて、前記プレポリマーに水分散性を付与することである。このため、一態様において、
前記ヒドロキシ官能性乳化剤は、酸官能性ジオール、例えば、ジメチロールプロパン酸（
ＤＭＰＡ）又はジメチロールブタン酸（ＤＭＢＡ）である。得られたプレポリマー中の酸
官能性は、水分散性ウレタンを生成するために、アミン又は他の塩基性反応物質により中
和することができる。また、前記ヒドロキシ官能性乳化剤は、アミン、例えば、Ｎ－メチ
ルジエタノールアミンであり得る。得られたプレポリマーの酸性試薬による中和により、
水分散性になる。他の態様では、前記ヒドロキシ官能性乳化剤は、非イオン性、例えば、
ポリエチレングリコールモノメチルエーテルである。別の態様では、前記ヒドロキシ官能
性乳化剤は、モノオール又はジオール官能化ポリ（エチレンオキシド）、例えば、Ｙｍｅ
ｒ（商標）Ｎ１２０分散性モノマー（Ｐｅｒｓｔｏｒｐの製品）、ポリエチレングリコー
ル、又はポリエチレングリコールのメチルエーテルでもよい。加えて、非反応性、いわゆ
る「外部乳化剤」、例えば、ドデシルベンゼンスルホン酸のトリエタノールアミン塩が、
前記プレポリマー及び得られたポリウレタン分散液の乳化及び安定化に役立つように、水
相に含められてもよい。
【０２２６】
　特定の態様では、連鎖停止剤が、ポリウレタン水性分散液内に含有されるポリウレタン
ポリマーの分子量を制御するのに使用されてもよい。１つの活性水素含有基を有する単官
能性化合物、例えば、ヒドロキシル、アミノ、及びチオール基を含有するものは、適切な
連鎖停止剤である。例としては、アルコール、アミン、チオール等、特に、第一級及び第
二級脂肪族アミンを含む。
【０２２７】
　また、鎖延長剤も、前記ポリウレタン分散液を製造するのに含まれ得る。一部の態様で
は、前記鎖延長剤は、存在する５～１０５モル％の遊離ＮＣＯ基を反応させるのに十分な
量で加えられる。適切な鎖延長剤は、イソシアネートと反応可能な少なくとも２つの官能
基、例えば、ヒドロキシル、チオール、又はアミノ基を、任意の組み合わせで含有する。
適切な鎖延長剤は、例えば、ジオール（エチレングリコール、プロピレングリコール、ジ
エチレングリコール、ネオペンチルグリコール、１，４－ブタンジオール、２－メチル－
１，３－プロパンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、１，４－シクロヘ
キサンジメタノール等）、ジ－及びポリアミン（エチレンジアミン、ジエチレントリアミ
ン、Ｊｅｆｆａｍｉｎｅ（登録商標）Ｔ－４０３、Ｊｅｆｆａｍｉｎｅ（登録商標）Ｄ－
２３０、Ｊｅｆｆａｍｉｎｅ（登録商標）ＥＤ－２００１、Ｊｅｆｆａｍｉｎｅ（登録商
標）ＥＤ－６００、Ｊｅｆｆａｍｉｎｅ（登録商標）ＥＤ－９００、１，６－ヘキサメチ
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レンジアミン、ブチレンジアミン、ヒドラジン、ピペラジン、Ｎ－ヒドロキシエチルエチ
レンジアミン）、アルカノールアミン（エタノールアミン、ジエタノールアミン、Ｎ－メ
チルジエタノールアミン等）、ジチオール等を含む。ジオール鎖延長剤は、好ましくは、
前記プレポリマーの調製中、及び、水中での乳化前に加えられる。
【０２２８】
　ポリウレタン水性分散液の製造に適したアプローチのより多くの例については、米国特
許第５，１５５，１６３号；同第５，６０８，０００号；同第５，７６３，５２６号；同
第６，３３９，１２５号；同第６，６３５，７２３号；同第７，０４５，５７３号；及び
同第７，３４２，０６８号を参照のこと。これらの特許の教示は、参照により本明細書に
組み込まれる。
【０２２９】
　塗料
　本発明のポリエステルポリオールは、塗料を製造するのに有用である。塗料は、物体の
表面に塗工される被膜である。同物体は、通常、基板と呼ばれる。前記塗料は、典型的に
は、約１重量％～約９５重量％の前記ポリエステルポリオール、好ましくは、約２重量％
～約９０重量％の前記ポリエステルポリオール、及びより好ましくは、約５重量％～約８
０重量％の前記ポリエステルポリオールを含む。前記ポリエステルポリオールの最適な重
量％は、基板への塗工の前後の両方において、前記塗料の所望の特性を得るために、当業
者により決定され得る。液体塗料及び粉体塗料は両方とも、本発明のポリオールにより製
造され得る。液体塗料の例は、ポリウレタン塗料を含む。これらの液体塗料は、更なる成
分、例えば、触媒、流動及びレベリング剤、表面改質添加剤、湿潤剤、分散剤、消泡剤、
溶媒、架橋添加剤、特性を修飾するための共ブレンド樹脂、顔料及び着色剤、並びに脱気
剤を含み得る。
【０２３０】
　粉体塗料は、液体塗料の重要な代替手段を提供する。これらの塗料は、樹脂、顔料、及
び添加剤から調製され得る。前記粉体は、基板、通常、金属に塗工され、コートされた金
属をベーキングすることにより、又は、加熱された基板に前記粉体塗料を塗工することに
より、融着されて、連続的な膜を形成する。前記粉体塗料は、典型的には、４５℃以上、
好ましくは、５０℃以上、及びより好ましくは、５５℃以上のガラス転移点Ｔｇを有する
。また、前記粉体塗料は、典型的には、４５℃以上、好ましくは、５０℃以上、及びより
好ましくは、５５℃以上の融点を有する。前記粉体塗料のガラス転移点及び融点は、前記
塗料中に包含される１つ以上の前記ポリエステルポリオールの選択、及び、１つ以上の前
記ポリオールの重量％の選択により調節され得る。前記粉体塗料が、室温及び高温での保
管条件、例えば、高温の倉庫において自由流動する粉末のままであるが、前記粉体塗料の
塗工前に予備加熱されるか、前記粉体塗料の塗工のその後にベーキングされるかのいずれ
かをされた、基板上で均一なコーティングを形成するように容易に溶けるようにも、前記
ガラス転移点及び融点を調節するのが非常に望ましい。半融を防止するのに非常に十分な
ガラス転移点及び融点を維持するのが重要であるが、最適な溶融流動及び架橋温度が可能
な限り低くなるように、前記粉体塗料を同時に調節するのが望ましい。同調節は、膜のた
めのより低く、より狭いプロセスウインドウをもたらす。このより低い温度は、アプリケ
ータへのエネルギー節約の観点から有利である。添加剤は、前記粉体塗料の調合に重要な
成分である。大部分については、添加剤は、粉体塗料中において、液体塗料中においてと
同じ機能を行う。湿潤剤、分散剤、及び消泡剤を除いて、液体塗料に使用されるのと同じ
添加剤の多くも、粉体に使用される。前記粉体塗料は、更なる成分、例えば、架橋剤、流
動調整剤、脱気剤、触媒、及び顔料材料を含み得る。前記粉体塗料は、当技術分野におい
て公知の従来の技術、静電噴霧を使用して、金属基板に塗工され得る。前記金属基板は、
前記塗料を熱硬化させるために、前記粉体粉末の塗工前に予備加熱され得るか、前記粉体
塗料の塗工後にベーキングされ得る。
【０２３１】
　１９９７年６月１０日に発行された米国特許第５，６３７，６５４号（Ｐａｎａｎｄｉ
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ｋｅｒ　ｅｔ　ａｌ）；１９８０年４月８日に発行された同第４，１９７，３５３号（Ｔ
ｏｂｉａｓ　ｅｔ　ａｌ）；２０１１年１１月１０日に公表された国際公開第２０１１／
１３８４３２号（ＤＳＭ　ＩＰ　Ａｓｓｅｔｓ，Ｂ．Ｖ）及び、「Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｏ
ａｔｉｎｇｓ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ」，３ｒｄ　Ｅｄ．，Ｗ
ｉｌｅｙ，２００７，Ｚ．Ｗｉｃｋｓ，Ｊｒ．，Ｆ．Ｊｏｎｅｓ，Ｓ．Ｐ．Ｐａｐｐａｓ
，Ｄ．Ａ．Ｗｉｃｋｓ，Ｃｈａｐｔｅｒ　２８を参照のこと。
【実施例】
【０２３２】
　下記実施例は、本発明の範囲内の実施形態を更に説明し、証明する。実施例は、単に例
示を目的に与えられるものであり、それらの多くの変形例が本発明の精神及び範囲を逸脱
することなく可能であるように、本発明を限定すると解釈されるものではない。
【０２３３】
　本明細書で使用する場合、「再生含量」（ｗｔ％）は、再生グリコール、再生芳香族ポ
リ酸ソース、再生疎水性物質、及び再生可消化ポリマーの質量を組み合わせ、反応物質の
総質量によりこの合計を割り、ついで、結果に１００を掛けることにより決定される。
【０２３４】
　ヒドロキシル価及び酸価を、標準的な方法（それぞれＡＳＴＭ　Ｅ－２２２及びＡＳＴ
Ｍ　Ｄ３３３９）により決定する。粘度を、２５℃において、スピンドル＃３１を備える
Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ　ＤＶ－ＩＩＩ　Ｕｌｔｒａレオメーターを使用して、２５％、５
０％、及び７５％のトルクにおいて測定する。ここで、５０％のトルクを、通常のトルク
設定とする。あるいは、サンプルの粘度に応じて、粘度を、最大約５０℃以上を含む他の
温度でも測定し得る。また、粘度を、希釈サンプルで測定し得る。色、透明性、及び沈殿
度合いを、視覚的に評価する。
【０２３５】
　実施例Ｉ～ＶＩＩは、芳香族ポリ酸ソースに、示された消化プロセスを行い、本発明の
種々の可消化ポリマーを更に消化するのに利用され得る消化中間体を生成するための手法
を提供する。実施例ＶＩＩＩ～ＸＸＶは、種々の可消化ポリマーの更なる消化を行うため
の手法を提供する。実施例ＸＸＶＩは、前記ポリオールからポリウレタン塗料を製造する
ための手法を提供する。実施例ＸＸＶＩＩは、前記ポリオールから粉体塗料を製造するた
めの手法を提供する。実施例ＸＸＶＩＩＩ及びＸＸＩＸは、硬いポリイソシアヌレート発
泡体を製造するための手法を提供する。表１に、種々の芳香族ポリ酸ソースからの消化生
成物についての物理的特徴データをまとめる。表２に、種々の可消化ポリマーの消化生成
物についての物理的特徴データをまとめる。表３に、本発明の可消化ポリマーからのポリ
エステルポリオールから製造されたポリウレタン塗料についての物理的特徴データをまと
める。
【０２３６】
　実施例Ｉ：芳香族ポリ酸ソース（再生ＰＥＴ）からの消化中間体の調製
　下記相対量の材料－（１．０モル　ｒＰＥＴ／２．８モル　ＰＧ／０．４６モル　二量
体脂肪酸）を使用した。オーバーヘッドミキサー、凝縮器、加熱マントル、熱電対、及び
窒素注入口を備えた５リットルの反応器に、チタンテトラブトキシド（０．１ｗｔ％）、
再生ポリエチレンテレフタレートペレット（９６０ｇ、５モル）、及びプロピレングリコ
ール（１０６５．２ｇ、１４モル）を充填した。混合物を、撹拌しながら、約１３０℃に
加熱した。ついで、撹拌を、６０ｒｐｍに設定した。加熱を、反応器の内容物が２００℃
に達するまで継続した。混合物を、再生ＰＥＴ粒子がなくなるまで加熱した（約４時間）
。消化反応が完了したと考えられた時点で、混合物を、約１００℃に冷却した。混合速度
を２００ｒｐｍに上昇させながら、二量体脂肪酸（Ｃｒｏｄａ　Ｐｒｉｐｏｌ（商標）１
０１７、１３１１．７ｇ、２．３モル）を加えた。添加を完了した時点で、Ｄｅａｎ－Ｓ
ｔａｒｋトラップを、前記反応器と凝縮器との間に導入した。ついで、混合物を、１７０
℃に加熱した。前記Ｄｅａｎ－Ｓｔａｒｋトラップ中に水が回収される速さの程度に応じ
て、温度を、経時的に１８５℃にゆっくり上昇させた。おおよその理論量が除去されるま
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で、縮合反応中に生じた水を除去した。反応が完了した時点で、消化中間体を、１００℃
に冷却し、ついで、前記反応器からデカンテーションした。任意の残留固形物を、チーズ
クロスによるろ過により除去した。得られた透明な琥珀色の消化中間体は、３８０ｍｇ　
ＫＯＨ／ｇ　サンプルのＯＨＶ（ヒドロキシル価）及び３０９７ｃＰ（センチポイズ）の
２５℃での粘度を有した。表１中の酸ソース実施例１を参照のこと。
【０２３７】
　実施例ＩＩ：芳香族ポリ酸ソース（再生ＰＥＴカーペット）からの消化中間体の調製
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた２０００ｍＬのレジンケト
ルに、１５２．８０ｇの再生プロピレングリコール、１４２．８０ｇの再生ＰＥＴポリエ
ステルカーペット（ポリオレフィン裏打ち、炭酸カルシウム充填材、及びラテックス接着
剤を含み、カーペットの約９０％がＰＥＴ組成であると推定される）、及び０．５８ｇの
チタンテトラブトキシド（約０．１ｗｔ％）を充填し、１５０ＲＰＭの撹拌速度及び０．
３ＳＣＦＨの窒素流で、２００℃に２０時間加熱した。約５時間後、前記再生ＰＥＴポリ
エステル布地は、完全に溶解し、完全に消化されたと考えられた。再生ＰＥＴカーペット
粒子がなくなるのを確保するために、混合物を一晩加熱した。ついで、混合物を、約１０
０℃に冷却した。混合速度を３５０ｒｐｍに上昇させながら、１９０．８８ｇの二量体脂
肪酸（Ｃｒｏｄａ　Ｐｒｉｐｏｌ１０１７）を加えた。添加を完了した時点で、ついで、
混合物を、２００℃に加熱し、窒素を、１．０ＳＣＦＨに増大させた。縮合反応中に生じ
た水を、おおよその理論量が除去されるまで、前記蒸留フラスコに回収した。反応が完了
した時点で、前記反応器を、１００℃に冷却し、ついで、ジャーに注いだ。消化されなか
ったポリオレフィン裏打ちを、鉗子により取り除いた。ポリオールと炭酸カリウムとの混
合物を、ガラスフリットディスクフィルタサイズ「Ｆ」（５μｍ未満）に、約８０℃で通
過させた。得られた透明な暗琥珀色のポリオールは、３５２．０ｍｇ　ＫＯＨ／ｇサンプ
ルのＯＨＶ（ヒドロキシル価）及び３０００ｃＰ（センチポイズ）の２５℃での粘度を有
した。表１中の酸ソース実施例２を参照のこと。
【０２３８】
　実施例ＩＩＩ：芳香族ポリ酸ソース（再生ＰＴＴカーペット）からの消化中間体の調製
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた２０００ｍＬのレジンケト
ルに、１４９．４７ｇの再生プロピレングリコール、１５０．０３ｇの再生ＰＴＴポリエ
ステルカーペット（ポリオレフィン裏打ち、炭酸カルシウム充填材、及びラテックス接着
剤を含み、カーペットの約９０％がＰＴＴ組成であると推定される）、及び０．５８ｇの
チタンテトラブトキシド（約０．１ｗｔ％）を充填し、１５０ＲＰＭの撹拌速度及び０．
３ＳＣＦＨでの窒素流で、２００℃に２０時間加熱した。約５時間後、前記再生ＰＴＴポ
リエステル布地は、完全に溶解し、完全に消化されたと考えられた。再生ＰＴＴカーペッ
トの粒子がなくなるのを確実にするために、混合物を一晩加熱した。ついで、混合物を、
約１００℃に冷却した。混合速度を３５０ｒｐｍに上昇させながら、１８６．７２ｇの二
量体脂肪酸（Ｃｒｏｄａ　Ｐｒｉｐｏｌ１０１７）を加えた。添加を完了した時点で、つ
いで、混合物を、２００℃に加熱し、窒素を、１．０ＳＣＦＨに増大させた。縮合反応中
に生じた水を、おおよその理論量が除去されるまで、前記蒸留フラスコに回収した。反応
が完了した時点で、前記反応器を、１００℃に冷却し、ついで、ジャーに注いだ。消化さ
れなかったポリオレフィン裏打ちを、鉗子により取り除いた。ポリオールと炭酸カリウム
との混合物を、ガラスフリットディスクフィルタサイズ「Ｆ」（５μｍ未満）に、約８０
℃で通過させた。得られた透明な暗琥珀色のポリオールは、３７１．１ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ
サンプルのＯＨＶ（ヒドロキシル価）及び２３０７ｃＰ（センチポイズ）の２５℃での粘
度を有した。表１中の酸ソース実施例３を参照のこと。
【０２３９】
　実施例ＩＶ：芳香族ポリ酸ソース（再生ＰＥＴ布地）からの消化中間体の調製
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝



(44) JP 2017-535662 A 2017.11.30

10

20

30

40

50

縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５００ｍＬの反応器に、９
７．９１ｇの再生プロピレングリコール、４８．５０ｇの再生ＰＥＴポリエステル布地、
及び０．３０ｇのチタンテトラブトキシド（約０．１ｗｔ％）を充填し、撹拌しながら、
２００℃に６．０時間加熱した。約５時間後、前記再生ＰＥＴポリエステル布地は、完全
に溶解し、完全に消化されたと考えられた。再生ＰＥＴポリエステル布地の粒子がなくな
るまで、混合物を加熱した（約６時間）。消化反応が完了したと考えられた時点で、混合
物を、約１００℃に冷却した。混合速度を２００ｒｐｍに上昇させながら、６５．８０ｇ
のダイズ油及び３７．５０ｇのフタル酸無水物を加えた。添加を完了した時点で、ついで
、混合物を、２１０℃に加熱した。縮合反応中に生じた水を、おおよその理論量が除去さ
れるまで、前記蒸留フラスコに回収した。反応が完了した時点で、消化中間体を、１００
℃に冷却し、ついで、前記反応器からデカンテーションした。任意の大きさの残留固形物
を、チーズクロスによるろ過により除去した。得られた不透明な暗紫赤色のポリオールは
、４２０．７ｍｇ　ＫＯＨ／ｇサンプルのＯＨＶ（ヒドロキシル価）及び５７６ｃＰ（セ
ンチポイズ）の２５℃での粘度を有した。ついで、最終生成物を、ろ紙を取り付けたブフ
ナーロートにより更にろ過して、前記チーズクロスにより除去されなかった任意の残留固
形物を除去した。得られたろ過後の透明な暗紫赤色のポリオールは、４３０．０ｍｇ　Ｋ
ＯＨ／ｇサンプルのＯＨＶ（ヒドロキシル価）及び５８８ｃＰ（センチポイズ）の２５℃
での粘度を有した。表１中の酸ソース実施例４（未ろ過）及び実施例５（ろ過後）を参照
のこと。
【０２４０】
　実施例Ｖ：Ｔｒｉｔａｎコポリエステルからの消化中間体の調製
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた１０００ｍＬの反応器に、
バイオベースの１，３－プロパンジオール（４０．５０重量％）、Ｅａｓｔｍａｎから市
販されているＴｒｉｔａｎコポリエステルフレーク（ジメチルテレフタレート、１，４－
シクロヘキサンジメタノール、及び２，２，４，４－テトラメチル－１，３－シクロブタ
ンジオールの組み合わせ、ｈｔｔｐｓ：／／ｐｕｂｓ．ａｃｓ．ｏｒｇ／ｃｅｎ／ｃｏｖ
ｅｒｓｔｏｒｙ／８９／８９２３ｃｏｖｅｒ４．ｈｔｍｌを参照のこと）（２０．００重
量％）、及びチタンテトラブトキシド（約０．１重量％）を充填した。混合物を、２２０
ｒｐｍの撹拌速度及び約０．５ＳＣＦＨの窒素流で、２０５℃に６時間加熱した。約４時
間後、前記Ｔｒｉｔａｎコポリエステルフレークは、完全に溶解し、完全に消化されたと
考えられた。Ｔｒｉｔａｎコポリエステルフレークの粒子がなくなるまで、混合物を加熱
した（約５時間）。混合物を、約１００℃に冷却した。混合速度を３５０ｒｐｍに上昇さ
せながら、バイオベースのコハク酸（３９．４０重量％）を加えた。添加を完了した時点
で、ついで、混合物を、２０５℃に加熱し、窒素流量を、約１．０ＳＣＦＨ（１時間当た
りの標準状態の気体体積）に増大させた。縮合反応中に生じた水を、おおよその理論量が
除去されるまで、前記蒸留フラスコに回収した。低い酸価（５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満）に
より決定されたように、反応が完了した時点で、消化中間体を、１００℃に冷却し、つい
で、前記反応器からデカンテーションした。任意の大きさの残留固形物を、チーズクロス
によるろ過により除去した。得られた不透明な灰色のポリオールは、２３９ｍｇ　ＫＯＨ
／ｇサンプルのＯＨＶ（ヒドロキシル価）及び５，８００ｃＰ（センチポイズ）の２５℃
での粘度を有した。表１中の酸ソース実施例８を参照のこと。
【０２４１】
　実施例ＶＩ：シクロヘキサンジメタノールとテレフタル酸とのポリマー（ＰＣＴＡ）－
１からの消化中間体の調製
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた１０００ｍＬの反応器に、
再生プロピレングリコール（９．７０重量％）、バイオベースのグリセロール（１．７５
重量％）、ネオペンチルグリコール（１６．３９重量％）、Ｅａｓｔｍａｎから市販され
ている再生ＰＣＴＡフレーク（３８．８０重量％）、及びモノブチルスズスズヒドロキシ
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ドオキシド（約０．１５重量％）を充填した。混合物を、１５０ｒｐｍの撹拌速度及び約
０．５ＳＣＦＨの窒素流で、２００℃に４時間加熱した。約３時間後、前記再生ＰＣＴＡ
フレークは、完全に溶解し、完全に消化されたと考えられた。再生ＰＣＴＡフレークの粒
子がなくなるまで、混合物を加熱した（約４時間）。混合物を、約１００℃に冷却した。
混合速度を３５０ｒｐｍに上昇させながら、バイオベースのコハク酸（３９．４０重量％
）及びイソフタル酸（８．６８重量％）を加えた。添加を完了した時点で、ついで、混合
物を、２００℃に加熱し、窒素流量を、約１．０ＳＣＦＨに増大させた。縮合反応中に生
じた水を、おおよその理論量が除去されるまで、前記蒸留フラスコに回収した。低い酸価
（５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満）により決定されたように、反応が完了した時点で、消化中間
体を、ｎ－ブチルアセテートで切断した（目標８０％の固形物）。前記中間体ポリオール
及び溶媒を、１２０℃で約１．５時間混合し、１００℃に冷却し、ついで、前記反応器か
らデカンテーションした。任意の大きさの残留固形物を、チーズクロスによるろ過により
除去した。得られた半透明な灰色のポリオールは、３６ｍｇ　ＫＯＨ／ｇサンプルのＯＨ
Ｖ（ヒドロキシル価）及び、ｎ－ブチルアセテート中での８１．５７重量％の固形物希釈
において、２４，０００ｃＰ（センチポイズ）の５０℃での粘度を有した。表１中の酸ソ
ース実施例９を参照のこと。
【０２４２】
　実施例ＶＩＩ：シクロヘキサンジメタノールとテレフタル酸とのポリマー（ＰＣＴＡ）
－２からの消化中間体の調製
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５００ｍＬの反応器に、シ
クロヘキサンジメタノール（５０．００重量％）、Ｅａｓｔｍａｎから市販されている再
生ＰＣＴＡフレーク（３０．００重量％）、及びチタンテトラブトキシド（約０．１重量
％）を充填した。混合物を、１５０ｒｐｍの撹拌速度及び約０．５ＳＣＦＨの窒素流で、
２００℃に３時間加熱した。約２時間後、前記再生ＰＣＴＡフレークは、完全に溶解し、
完全に消化されたと考えられた。再生ＰＣＴＡフレークの粒子がなくなるまで、混合物を
加熱した（約３時間）。混合物を、約１００℃に冷却した。混合速度を３５０ｒｐｍに上
昇させながら、Ｃｒｏｄａから市販されている二量体脂肪酸Ｐｒｉｏｌ　１０１７（１０
．００重量％）及びテレフタル酸（１０．００重量％）を加えた。添加を完了した時点で
、ついで、混合物を、２０５℃に加熱し、窒素流量を、約１．０ＳＣＦＨに増大させた。
縮合反応中に生じた水を、おおよその理論量が除去されるまで、前記蒸留フラスコに回収
した。低い酸価（５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満）により決定されたように、反応が完了した時
点で、消化中間体を、１００℃に冷却し、ついで、前記反応器からデカンテーションした
。任意の大きさの残留固形物を、チーズクロスによるろ過により除去した。得られた不透
明な灰色のポリオールは、３２１．７ｍｇ　ＫＯＨ／ｇサンプルのＯＨＶ（ヒドロキシル
価）を有した。表１中の酸ソース実施例１０を参照のこと。
【０２４３】
　実施例ＶＩＩＩ：再生ポリウレタン発泡体の消化
　オーバーヘッドミキサー、凝縮器、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５
００ｍＬの反応器に、２３２．１４ｇの実施例１で上記された消化中間体生成物及び３０
．４１ｇ再生の可撓性ポリウレタン発泡体（Ｃａｒｅｘ　Ｈｅａｌｔｈ　Ｂｒａｎｄｓ　
ｋｎｅｅ　ｐｉｌｌｏｗ　ｍｅｍｏｒｙ　ｆｏａｍ）を充填した。前記反応器内中への導
入前に、前記発泡体をカットして、直径約０．５インチの破片を形成した。加熱及び窒素
パージをしながら、１５０℃の温度が達成されるまで、撹拌を開始した。約２時間後、前
記発泡体は、完全に溶解した。温度を、１８０℃に更に３０分間で上昇させ、ついで、加
熱を停止した。混合物を、１００℃の温度において、前記反応器の外に注いだ。得られた
ポリエステルポリオールは、３２１ｍｇ　ＫＯＨ／ｇサンプルのＯＨＶ及び２５℃での８
０９８ｃＰの粘度を有した。数日間の前記ポリオールの保管に基づいて、暗緑色で不透明
であるが流動性の生成物中において、沈殿は観察されなかった。
【０２４４】
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　このポリオールの４，４’－メチレンジアニリン（ＭＤＡ）含量は、ガスクロマトグラ
フィーにより、最初に４４０５ｐｐｍであると測定された。前記ポリオールの少量のサン
プルを、１００℃に加熱し、（ＭＤＡ含量に基づいて）当量のＣａｒｄｕｒａ（商標）Ｅ
１０Ｐで、撹拌しながら、約２時間処理した。Ｃａｒｄｕｒａ　Ｅ１０Ｐは、高度に分岐
したＣ１０異性体の合成の飽和モノカルボン酸のグリシジルエステルである。得られたＭ
ＤＡ含量は、ガスクロマトグラフィーにより測定された場合、２０７５ｐｐｍに低下した
。このことは、これらの再生ＰＵ発泡体ポリオール中のＭＤＡ含量が、アミンスカベンジ
ャーの利用により減少し得ることを示す。条件の最適化を通して、おそらく、スカベンジ
ャーの種類は、更なる研究を保証すると考えられる。
【０２４５】
　実施例ＩＸ：ガチョウダウンの消化
　オーバーヘッドミキサー、凝縮器、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５
００ｍＬの反応器に、１４４．１ｇのｒＰＥＴ、１５９．９ｇの再生プロピレングリコー
ル、０．５ｇのチタンテトラブトキシド（０．１ｗｔ％）、及び２８．２８ｇのガチョウ
のダウンフェザーを充填した。撹拌しながら、温度を、１８６℃に上昇させた。還流が観
察され、温度を、２００℃に上昇させた。Ｄｅａｎ　Ｓｔａｒｋトラップを、還流してい
る液体を回収するのに取り付けた。約３時間後、前記ガチョウダウンは、完全に溶解した
。反応を、１００℃に冷却した。その時点で、Ｄｅａｎ　Ｓｔａｒｋトラップの内容物を
、反応混合物に戻し、混合物を撹拌して均一にした。反応器内容物の１／２（１０４．７
２ｇ）を、ボトルに注ぎ、残り１／２を、疎水性物質改質させた。この暗褐色のポリエス
テルポリオール（表２中のポリオール実施例２２）は、２．１ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの酸価、
６６４．１のＯＨＶ、２５℃での２９４６ｃＰの粘度を生じ、数日後沈殿しなかった。
【０２４６】
　二量体脂肪酸（１３５．１２ｇ、０．３４５モル）を、残りのポリエステルポリオール
生成物に加え、温度を、１８５℃に４時間上昇させ、続けて、１８０～２００℃の間で、
更に１０時間更に加熱した。得られた暗褐色のポリエステルポリオール（表２中のポリオ
ール実施例２３）は、２．８ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの酸価、３３６．４ｇ　ＫＯＨ／ｇのＯＨ
Ｖ、２５℃での７１１３ｃＰの粘度を生じ、数日の経過にわたって沈殿しなかった。
【０２４７】
　実施例Ｘ：ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）の消化
　オーバーヘッドミキサー、凝縮器、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５
００ｍＬの反応器に、２８．５５ｇのポリ（ビスフェノールＡカーボネート）及び１９８
．２２ｇのＳｔｅｐａｎｐｏｌ（商標）ＰＳ－２３５２（Ｓｔｅｐａｎ　Ｃｏｍｐａｎｙ
から入手）を充填し、撹拌しながら、２００℃に５．５時間加熱した。約３時間後、前記
ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）は、完全に溶解し、完全に消化されたと考えられ
た。得られた淡いオレンジ色で透明なポリエステルポリオール（表２中のポリオール実施
例３８）は、７．４ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの酸価、２２０．０のＯＨＶ、２５℃での１５２０
７ｃｐｓの粘度を生じ、数日後に沈殿しなかった。
【０２４８】
　実施例ＸＩ：ジャガイモデンプンの消化
　オーバーヘッドミキサー、凝縮器、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５
００ｍＬの反応器に、９６．０ｇのｒＰＥＴ、１１４．３３ｇの再生プロピレングリコー
ル、０．２５ｇのチタンテトラブトキシド（０．１ｗｔ％）、及び２５．５ｇのジャガイ
モデンプンを充填した。撹拌しながら、温度を、１８５℃に２時間上昇させた。還流が観
察され、温度を、１９５℃に更に３時間上昇させた。この時点で、加熱を、その日の間停
止させた。溶解したジャガイモデンプン量に基づいて、消化は、約８５％完了していた。
翌日、加熱を、１９６℃の温度に、更に２時間行った。反応生成物は、非常に暗褐色であ
ったが、溶解しなかったジャガイモデンプンの証拠はなかった。反応を、１０５℃に冷却
した。ｐ－トルエンスルホン酸（０．２６ｇ）を加え、続けて、温度を１５０℃に１時間
上昇させた。Ｄｅａｎ　Ｓｔａｒｋトラップを、還流している液体を回収するのに取り付
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けた。ついで、反応混合物を、２００℃に約３０分間加熱した。この時点で、０．２２ｍ
Ｌの水のみが回収された。反応混合物は、暗色のままであった。ついで、反応混合物を、
５０℃に冷却し、ジエタノールアミン（０．２０ｇ）を加えた。生成物を、この温度で更
に３０分間撹拌し、ついで、室温に冷却した。この暗褐色のポリエステルポリオール（表
２中のポリオール実施例３４）は、６．４ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの酸価、３９６．７のＯＨＶ
、２５℃での５６３２ｃＰの粘度を生じ、数日後に沈殿は見られなかった。
【０２４９】
　実施例ＸＩＩ：ガチョウダウンの消化
　オーバーヘッドミキサー、凝縮器、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた１
Ｌの反応器に、３５１．１ｇのジエチレングリコールを充填し、続けて、１８０～１８５
℃の反応温度において、各平均２６．０４ｇで、次の２３時間にわたって、ガチョウダウ
ンを１１回加えた。各添加前に、先の添加したものが完全に消化及び溶解したことを保証
するために、ガチョウダウンの更なるアリコートを加える前に、反応混合物を目視により
確認した。
【０２５０】
　この時点で、ポリエステルポリオールを、１２１℃に冷却し、２９９．３ｇの生成物を
、前記反応器から取り出した。この暗褐色のポリエステルポリオール（表１中のポリオー
ル実施例２４）は、２５．７ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの酸価、６２２．１のＯＨＶ、２５℃での
３４８８ｃＰの粘度を生じ、室温において数日後に沈殿は見られなかった。前記ガチョウ
ダウンを、ジエチレングリコールと共に１度の添加で加え、続けて、１８０～２００℃で
撹拌したこと以外は、同様の手法を、（表２中のポリオール実施例２７）について使用し
た。
【０２５１】
　Ｄｅａｎ　Ｓｔａｒｋトラップを、前記反応器に取り付け、リシノール酸（前記反応器
中に残留している残留ポリエステルポリオールに基づいて、４０ｗｔ％）を加えた。内容
物を、撹拌しながら、１８５℃に２．６時間加熱した。この暗褐色のポリエステルポリオ
ール（表２中のポリオール実施例２５）は、１４．０ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの酸価、３６９．
９のＯＨＶ、２５℃での９８０．２ｃＰの粘度を生じ、室温において数日後に沈殿は見ら
れなかった。
【０２５２】
　実施例ＸＩＩＩ：ナイロン－６，６カーペットの消化
　オーバーヘッドミキサー、ｖｉｒｇｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５００ｍＬの反応器に、７
６．２１ｇの再生プロピレングリコール、５０．１９ｇの再生ナイロン－６，６カーペッ
ト、及び０．３０ｇのチタンテトラブトキシド（約０．１ｗｔ％）を充填し、撹拌しなが
ら、２００℃に１．０時間加熱した。約１時間後、前記再生ナイロン－６，６カーペット
が消化されたとは考えられなかった。混合物を、１００℃に冷却し、７２．００ｇの再生
ジエチレングリコールを加えた。混合物を、再生ナイロン－６，６カーペットの粒子がな
くなるまで、再度２００℃に加熱した（約６時間）。約６．０時間後、前記再生ナイロン
－６，６カーペットは、完全に溶解し、完全に消化されたと考えられた。消化反応が完了
したと考えられた時点で、混合物を、約１００℃に冷却した。混合速度を２００ｒｐｍに
上昇させながら、１３２．００ｇのダイズ油及び７２．１３ｇのフタル酸無水物を加えた
。添加を完了した時点で、ついで、混合物を、２１０℃に加熱した。縮合反応中に生じた
水を、おおよその理論量が除去されるまで、前記蒸留フラスコに回収した。反応が完了し
た時点で、消化中間体を、１００℃に冷却し、ついで、前記反応器からデカンテーション
した。得られたポリオールは、２つの不消化性相と、１つのポリオール相とからなった。
前記２つの不消化性相は、底に沈殿した、ポリオレフィン及びラテックス接着剤の灰色の
固体チャックと、灰色の炭酸カルシウム粒子状残留物であった。任意の大きさの残留固形
物（ポリオレフィン及びラテックス接着剤チャック）を、チーズクロスによるろ過により
除去した。ついで、最終生成物を、ろ紙を取り付けたブフナーロートにより更にろ過して
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、前記チーズクロスにより除去されなかった任意の残留固形物（炭酸カルシウム粒子）を
除去した。得られたろ過後の不透明な褐色のポリオールは、３５３．７ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ
サンプルのＯＨＶ（ヒドロキシル価）及び６０１ｃＰ（センチポイズ）の２５℃での粘度
を有した。表２中のポリオール実施例４０を参照のこと。
【０２５３】
　実施例ＸＩＶ：ニワトリの羽毛粉の消化
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５００ｍＬの反応器に、１
０１．４６ｇの再生ジエチレングリコール、２７．９５ｇのニワトリの羽毛粉、及び０．
３０ｇのチタンテトラブトキシド（約０．１ｗｔ％）を充填し、撹拌しながら、２１０℃
に３時間加熱した。約２時間後、前記ニワトリの羽毛粉は、完全に溶解し、完全に消化さ
れたと考えられた。混合物を、ニワトリの羽毛粉の粒子がなくなるまで、加熱した（約２
．５時間）。消化反応が完了したと考えられた時点で、混合物を、約１００℃に冷却した
。混合速度を２００ｒｐｍに上昇させながら、９８．００ｇのダイズ油及び２５．００ｇ
のフタル酸無水物を加えた。添加を完了した時点で、ついで、混合物を、２１５℃に加熱
した。縮合反応中に生じた水を、おおよその理論量が除去されるまで、前記蒸留フラスコ
に回収した。反応が完了した時点で、消化中間体を、１００℃に冷却し、ついで、前記反
応器からデカンテーションした。任意の残留粒子を、チーズクロスによるろ過により除去
した。得られた不透明な暗黒褐色のポリオールは、３５１．６ｍｇ　ＫＯＨ／ｇサンプル
のＯＨＶ（ヒドロキシル価）及び１９６．５ｃＰ（センチポイズ）の２５℃での粘度を有
した。
【０２５４】
　実施例ＸＶ：トウモロコシゼインの消化
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５０００ｍＬの反応器に、
１４４７．１７ｇの再生ジエチレングリコール及び２９８．５０ｇのトウモロコシゼイン
を充填し、撹拌しながら、４０℃に２時間加熱した。約２時間後、前記トウモロコシゼイ
ンは、前記再生ジエチレングリコール中に完全に溶解した。前記トウモロコシゼインが前
記再生ジエチレングリコール中に完全に溶解した時点で、混合物を、約１００℃に加熱し
た。混合速度を２００ｒｐｍに上昇させながら、１０２３．００ｇのフタル酸無水物及び
１．４０ｇのチタンテトラブトキシド（約０．１ｗｔ％）を加えた。添加を完了した時点
で、ついで、混合物を、２００℃に加熱した。約２時間後、混合物を、約２１０℃に加熱
した。縮合反応中に生じた水を、おおよその理論量が除去されるまで、前記蒸留フラスコ
に回収した。反応期間全体を通して、消化のアリコートを、ヒドロキシル価及び酸価を確
認するために採取した。低い酸化は、（可消化ポリマーによる）縮合工程を所望のレベル
で完了させることにより、又は、酸スカベンジャー（例えば、Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅにより
製造されたＣａｒｄｕｒａ（商標）Ｅ１０Ｐグリシジルエステル）を前記縮合工程の最後
に加えることにより確保され得る。上記で示唆されたように、特定の用途に必要とされる
場合、酸スカベンジャー、例えば、エポキシド誘導体等により酸価を調整するのは、許容
可能な実務である。この処理は、製造メーカー、販売代理店、又はエンドユーザにより行
われ得る。低い酸価を確保するために、４０．００ｇのＣａｒｄｕｒａ（商標）Ｅ１０Ｐ
グリシジルエステル酸スカベンジャーを加えた。目的とするヒドロキシル価の範囲に留め
るために、再生ジエチレングリコールの添加が必要である。約１２時間後、混合物を、約
１００℃に冷却した。混合速度を２００ｒｐｍに上昇させながら、３００．００ｇの再生
ジエチレングリコールを加えた。添加を完了した時点で、ついで、混合物を、２００℃に
加熱した。低い酸価（５未満）により決定されたように、反応が完了した時点で、消化中
間体を、１００℃に冷却し、ついで、前記反応器からデカンテーションした。任意の残留
粒子を、チーズクロスによるろ過により除去した。得られた不透明な暗黒褐色のポリオー
ルは、２６５．０ｍｇ　ＫＯＨ／ｇサンプルのＯＨＶ（ヒドロキシル価）及び４０４５ｃ
Ｐ（センチポイズ）の２５℃での粘度を有した。
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【０２５５】
　実施例ＸＶＩ：ダイズ粉の消化
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５００ｍＬの反応器に、８
７．５０ｇ再生プロピレングリコール、６２．５３ｇの再生ポリエチレンテレフタレート
ペレット、２５．０４ｇのダイズ粉、及び０．３０ｇのチタンテトラブトキシド（約０．
１ｗｔ％）を充填し、撹拌しながら、２０５℃に１．０時間加熱した。約５時間後、前記
ダイズ粉及び再生ポリエチレンテレフタレートペレットは、完全に溶解し、完全に消化さ
れたと考えられた。ダイズ粉及び再生ポリエチレンテレフタレートペレットの粒子がなく
なるまで、混合物を加熱した（６時間）。消化反応が完了したと考えられた時点で、混合
物を、約１００℃に冷却した。混合速度を２００ｒｐｍに上昇させながら、７１．９０ｇ
のダイズ油を加えた。添加を完了した時点で、ついで、混合物を、２１０℃に加熱した。
縮合反応中に生じた水を、おおよその理論量が除去されるまで、前記蒸留フラスコに回収
した。反応が完了した時点で、消化中間体を、１００℃に冷却し、ついで、前記反応器か
らデカンテーションした。任意の残留粒子を、チーズクロスによるろ過により除去した。
得られた不透明な暗黒褐色のポリオールは、３８４．９ｍｇ　ＫＯＨ／ｇサンプルのＯＨ
Ｖ（ヒドロキシル価）及び８７２．１ｃＰ（センチポイズ）の２５℃での粘度を有した。
【０２５６】
　実施例ＸＶＩＩ：多糖類（ペクチン）の消化
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５００ｍＬの反応器に、実
施例Ｉで上記された消化中間体生成物（７６．５重量％）及びペクチン（２３．５重量％
）を充填した。混合物を、１５０ｒｐｍの撹拌速度及び約０．５ＳＣＦＨの窒素流で、２
１０℃に１２時間加熱した。縮合反応中に生じた水を、おおよその理論量が除去されるま
で、前記蒸留フラスコに回収した。低い酸価（５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満）により決定され
たように、反応が完了した時点で、消化中間体を、１００℃に冷却し、ついで、前記反応
器からデカンテーションした。任意の大きさの残留固形物を、チーズクロスによるろ過に
より除去した。消化しなかったペクチンを、ガラスフリットディスクフィルタサイズ「Ｆ
」（５μｍ未満）による、約８０℃でのろ過により除去した。得られた透明な暗褐色のポ
リオールは、２２８．３ｍｇ　ＫＯＨ／ｇサンプルのＯＨＶ（ヒドロキシル価）及び５，
７３３ｃＰ（センチポイズ）の２５℃での粘度を有した。表２中のポリオール実施例４１
を参照のこと。
【０２５７】
　実施例ＸＶＩＩＩ：再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）－１の消化
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５００ｍＬの反応器に、再
生プロピレングリコール（１７重量％）、再生ポリエチレンテレフタレートペレット（３
９重量％）、再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）ペレット（９重量％）、Ｃａｒ
ｇｉｌｌから市販されているバイオベースのＢｉＯＨ（登録商標）５３００ポリオール（
１７重量％）、及びチタンテトラブトキシド（約０．１重量％）を充填した。混合物を、
１５０ｒｐｍの撹拌速度及び約０．５ＳＣＦＨの窒素流で、２００℃に６時間加熱した。
約５時間後、前記再生ポリエチレンテレフタレート及び再生ポリ（ビスフェノールＡカー
ボネート）ペレットは、完全に溶解し、完全に消化されたと考えられた。再生ポリエチレ
ンテレフタレート及び再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）のペレットの粒子がな
くなるまで、混合物を加熱した（約６時間）。混合物を、約１００℃に冷却した。混合速
度を３５０ｒｐｍに上昇させながら、バイオベースのコハク酸（１７．９重量％）を加え
た。添加を完了した時点で、ついで、混合物を、２０５℃に加熱し、窒素流量を、約１．
０ＳＣＦＨに増大させた。縮合反応中に生じた水を、おおよその理論量が除去されるまで
、前記蒸留フラスコに回収した。低い酸価（５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満）により決定された
ように、反応が完了した時点で、消化中間体を、１００℃に冷却し、ついで、前記反応器
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からデカンテーションした。任意の大きさの残留固形物を、チーズクロスによるろ過によ
り除去した。得られた半透明の暗琥珀色のポリオールは、１３４．１ｍｇ　ＫＯＨ／ｇサ
ンプルのＯＨＶ（ヒドロキシル価）及び９，０００ｃＰ（センチポイズ）の１００℃での
粘度を有した。表２中のポリオール実施例４２を参照のこと。
【０２５８】
　実施例ＸＩＸ：再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）－２の消化
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５００ｍＬの反応器に、Ｓ
ｔｅｐａｎ　Ｃｏｍｐａｎｙから市販されている、ネオペンチルグリコールフタル酸無水
物系ポリエステルポリオールであるＳｔｅｐａｎｐｏｌ　ＰＮ１１０（８５重量％）及び
再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）ペレット（１５重量％）を充填した。混合物
を、約５０ｒｐｍの撹拌速度及び約０．８ＳＣＦＨの窒素流で、２１０℃に１時間加熱し
た。約１時間後、前記再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）ペレットは、完全に溶
解し、完全に消化されたと考えられた。ついで、混合物の撹拌速度を、約１５０ｒｐｍに
３時間上昇させた。再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）ペレットの粒子がなくな
るまで、混合物を加熱した（約４時間）。縮合反応中に生じた水を、おおよその理論量が
除去されるまで、前記蒸留フラスコに回収した。低い酸価（５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満）に
より決定されたように、反応が完了した時点で、消化中間体を、１００℃に冷却し、つい
で、前記反応器からデカンテーションした。任意の大きさの残留固形物を、チーズクロス
によるろ過により除去した。得られた不透明な白色のポリオールは、７３．６ｍｇ　ＫＯ
Ｈ／ｇサンプルのＯＨＶ（ヒドロキシル価）及び９，４１０ｃＰ（センチポイズ）の７５
℃での粘度を有した。表２中のポリオール実施例４３を参照のこと。
【０２５９】
　実施例ＸＸ：再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）－３の消化
　パートＡ．再生ポリエチレンテレフタレートペレットからの消化中間体の調製：オーバ
ーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝縮器ヘッ
ド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５００ｍＬの反応器に、再生プロピ
レングリコール（１５．４８重量％）、再生ポリエチレンテレフタレートペレット（４９
．９５重量％）、トリメチロールプロパン（５．４９重量％）、及びブチルスズヒドロキ
シドオキシド水和物（約０．１重量％）を充填した。混合物を、１５０ｒｐｍの撹拌速度
及び約０．５ＳＣＦＨの窒素流で、２００℃に７時間加熱した。約５時間後、前記再生ポ
リエチレンテレフタレートペレットは、完全に溶解し、完全に消化されたと考えられた。
再生ポリエチレンテレフタレートペレットの粒子がなくなるまで、混合物を加熱した。混
合物を、約１００℃に冷却した。混合速度を３５０ｒｐｍに上昇させながら、バイオベー
スのコハク酸（１７．９重量％）及びＣｒｏｄａから市販されている二量体脂肪酸Ｐｒｉ
ｏｌ　１０１７（１４．２４重量％）を加えた。添加を完了した時点で、ついで、混合物
を、１５０ｒｐｍの撹拌速度で、２００℃に加熱し、窒素流を、約１．０ＳＣＦＨに増大
させた。縮合反応中に生じた水を、おおよその理論量が除去されるまで、前記蒸留フラス
コに回収した。低い酸価（５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満）により決定されたように、反応が完
了した時点で、消化中間体を、１００℃に冷却し、ついで、前記反応器からデカンテーシ
ョンした。任意の大きさの残留固形物を、チーズクロスによるろ過により除去した。得ら
れた透明な暗琥珀色のポリオールは、１０３．７ｍｇ　ＫＯＨ／ｇサンプルのＯＨＶ（ヒ
ドロキシル価）及び６，０３５ｃＰ（センチポイズ）の１００℃での粘度を有した。
【０２６０】
　パートＢ．再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）の消化：オーバーヘッドミキサ
ー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝縮器ヘッド、加熱マント
ル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５００ｍＬの反応器に、先で調製された芳香族ポリ
エステルポリオール（上記パートＡを参照のこと）（６５重量％）及び再生ポリ（ビスフ
ェノールＡカーボネート）ペレット（８重量％）を充填した。混合物を、約５０ｒｐｍの
撹拌速度及び約０．８ＳＣＦＨの窒素流で、２１０℃に１時間加熱した。約１時間後、前
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記再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）ペレットは、完全に溶解し、完全に消化さ
れたと考えられた。ついで、混合物の撹拌速度を、約１５０ｒｐｍに３時間上昇させた。
再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）ペレットの粒子がなくなるまで、混合物を加
熱した（約４時間）。縮合反応中に生じた水を、おおよその理論量が除去されるまで、前
記蒸留フラスコに回収した。低い酸価（５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満）により決定されたよう
に、反応が完了した時点で、消化中間体を、１００℃に冷却し、ついで、前記反応器から
デカンテーションした。任意の大きさの残留固形物を、チーズクロスによるろ過により除
去した。得られた半透明の緑色のポリオールは、９３．６ｍｇ　ＫＯＨ／ｇサンプルのＯ
ＨＶ（ヒドロキシル価）及び３１，０５６ｃＰ（センチポイズ）の２５℃での粘度を有し
た。前記ポリオールは、この粘度読取りを達成するために、キシレンにより約７９％固形
分に切断されたことが留意される。表２中のポリオール実施例４４を参照のこと。
【０２６１】
　実施例ＸＸＩ：再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）－４の消化
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５００ｍＬの反応器に、先
で調製された芳香族ポリエステルポリオール［上記実施例ＸＶで記載された再生ポリ（ビ
スフェノールＡカーボネート）－ＢＰ１０００Ｐ－２．６Ａの消化を参照］（６５重量％
）及びバイオベースのグリセロール（５重量％）を充填した。混合物を、約１５０ｒｐｍ
の撹拌速度及び約０．８ＳＣＦＨの窒素流で、２１０℃に２時間加熱した。ついで、混合
物を、約１００℃に冷却し、混合速度を３５０ｒｐｍに上昇させながら、バイオベースの
リノレイン酸（３０重量％）を加えた。添加を完了した時点で、ついで、混合物を、２１
０℃に加熱し、窒素を、約１．０ＳＣＦＨに増大させた。縮合反応中に生じた水を、おお
よその理論量が除去されるまで、前記蒸留フラスコに回収した。低い酸価（５ｍｇ　ＫＯ
Ｈ／ｇ未満）により決定されたように、反応が完了した時点で、消化中間体を、１００℃
に冷却した。ついで、混合速度を３５０ｒｐｍに上昇させながら、再生ポリ（ビスフェノ
ールＡカーボネート）ペレット（３．２５重量％）を加えた。添加を完了した時点で、再
生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）ペレットの粒子がなくなるまで、混合物を、２
１０℃に加熱した（約４時間）。消化中間体を、１００℃に冷却し、ついで、前記反応器
からデカンテーションした。任意の大きさの残留固形物を、チーズクロスによるろ過によ
り除去した。得られた透明な金色のポリオールは、９１．２ｍｇ　ＫＯＨ／ｇサンプルの
ＯＨＶ（ヒドロキシル価）及び５，７６８ｃＰ（センチポイズ）の５０℃での粘度を有し
た。表２中のポリオール実施例４５を参照のこと。
【０２６２】
　実施例ＸＸＩＩ：再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）－５の消化
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた１０００ｍＬの反応器に、
再生プロピレングリコール（７．８重量％）、再生ポリエチレンテレフタレートペレット
（３１．２重量％）、再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）ペレット（１９．５重
量％）、バイオベースのグリセロール（１．４重量％）、ネオペンチルグリコール（１３
．２重量％）、及びブチルスズヒドロキシドオキシド水和物（約０．１重量％）を充填し
た。混合物を、３００ｒｐｍの撹拌速度及び約０．３ＳＣＦＨの窒素流で、２００℃に６
時間加熱した。約５時間後、前記再生ポリエチレンテレフタレート及び再生ポリ（ビスフ
ェノールＡカーボネート）のペレットは、完全に溶解し、完全に消化されたと考えられた
。再生ポリエチレンテレフタレート及び再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）のペ
レットの粒子がなくなるまで、混合物を加熱した（約６時間）。消化反応が完了したと考
えられた時点で、混合物を、約１００℃に冷却した。混合速度を３００ｒｐｍに上昇させ
ながら、バイオベースのコハク酸（１９．８重量％）及びイソフタル酸（７重量％）を加
えた。添加を完了した時点で、ついで、混合物を、２０５℃に加熱し、窒素を、約１．０
ＳＣＦＨに増大させた。縮合反応中に生じた水を、おおよその理論量が除去されるまで、
前記蒸留フラスコに回収した。低い酸価（５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ未満）により決定されたよ
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うに、反応が完了した時点で、消化中間体を、１００℃に冷却し、ついで、前記反応器か
らデカンテーションした。任意の大きさの残留固形物を、チーズクロスによるろ過により
除去した。得られた半透明の緑色のポリオールは、７５．３ｍｇ　ＫＯＨ／ｇサンプルの
ＯＨＶ（ヒドロキシル価）を有した。表２中のポリオール実施例４６を参照のこと。
【０２６３】
　実施例ＸＸＩＩＩ：再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）－６の消化
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５００ｍＬの反応器に、先
で調製された芳香族ポリエステルポリオール［上記実施例Ｖで記載されたＴｒｉｔａｎコ
ポリエステルからの消化中間体の調製］（９０．６３重量％）及び再生ポリ（ビスフェノ
ールａカーボネート）ペレット（９．３７重量％）を充填した。混合物を、約１５０ｒｐ
ｍの撹拌速度及び約０．８ＳＣＦＨの窒素流で、２０５℃に４時間加熱した。約２時間後
、前記再生ポリ（ビスフェノールａカーボネート）ペレットは、完全に溶解し、完全に消
化されたと考えられた。再生ポリ（ビスフェノールａカーボネート）ペレットの粒子がな
くなるまで、混合物を加熱した（約４時間）。消化中間体を、１００℃に冷却し、ついで
、前記反応器からデカンテーションした。任意の大きさの残留固形物を、チーズクロスに
よるろ過により除去した。得られた透明な黄色－金色のポリオールは、２０２．１ｍｇ　
ＫＯＨ／ｇサンプルのＯＨＶ（ヒドロキシル価）及び１７，４９６ｃＰ（センチポイズ）
の２５℃での粘度を有した。表２中のポリオール実施例４７を参照のこと。
【０２６４】
　実施例ＸＸＩＶ：再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）－７の消化
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５００ｍＬの反応器に、先
で調製された芳香族ポリエステルポリオール［上記実施例ＶＩで記載されたＰＣＴＡから
の消化中間体の調製］（９０．５３重量％）及び再生ポリ（ビスフェノールａカーボネー
ト）ペレット（９．４７重量％）を充填した。混合物を、約１５０ｒｐｍの撹拌速度及び
約０．８ＳＣＦＨの窒素流で、２０５℃に４時間加熱した。約２時間後、前記再生ポリ（
ビスフェノールａカーボネート）ペレットは、完全に溶解し、完全に消化されたと考えら
れた。再生ポリ（ビスフェノールａカーボネート）ペレットの粒子がなくなるまで、混合
物を加熱し（約４時間）、ついで、ｎ－ブチルアセテートで切断した（目標６０％の固形
物）。前記中間体ポリオール及び溶媒を、１２０℃で約０．５時間混合し、１００℃に冷
却し、ついで、前記反応器からデカンテーションした。任意の大きさの残留固形物を、チ
ーズクロスによるろ過により除去した。得られた不透明な緑色のポリオールは、３６．４
　ＫＯＨ／ｇサンプルのＯＨＶ（ヒドロキシル価）を有した。表２中のポリオール実施例
４８を参照のこと。
【０２６５】
　実施例ＸＸＶ：再生ポリ（ビスフェノールＡカーボネート）－８の消化
　オーバーヘッドミキサー、Ｖｉｇｒｅｕｘカラム、蒸留回収フラスコを備える短経路凝
縮器ヘッド、加熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５００ｍＬの反応器に、先
で調製された芳香族ポリエステルポリオール［上記実施例ＶＩＩで記載されたＰＣＴＡか
らの消化中間体の調製］（９０．９６重量％）及び再生ポリ（ビスフェノールａカーボネ
ート）ペレット（９．０４重量％）を充填した。混合物を、約１５０ｒｐｍの撹拌速度及
び約０．８ＳＣＦＨの窒素流で、２０５℃に４時間加熱した。約２時間後、前記再生ポリ
（ビスフェノールａカーボネート）ペレットは、完全に溶解し、完全に消化されたと考え
られた。再生ポリ（ビスフェノールａカーボネート）ペレットの粒子がなくなるまで、混
合物を加熱した（約４時間）。消化中間体を、１００℃に冷却し、ついで、前記反応器か
らデカンテーションした。任意の大きさの残留固形物を、チーズクロスによるろ過により
除去した。不透明な薄い灰色のポリオールは、２５５．０　ＫＯＨ／ｇサンプルのＯＨＶ
（ヒドロキシル価）を有した。表２中のポリオール実施例４９を参照のこと。
【０２６６】
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　実施例ＸＸＶＩ：ポリウレタン塗料を調製するための手法
　下記は、２成分（「２Ｋ」）塗料を製造するための手法である。前記ポリエステルポリ
オール（１４．１１ｇ、０．０９８当量）、２－メチル－１，３－プロパンジオール（０
．７ｇ、０．００８当量）、及びエチレングリコール（１．１２ｇ、０．０３７当量）を
、２５０ｍＬのビーカーに、室温で加えた。ついで、ヘキサメチルレンジイソシアネート
（８．９７ｇ、０．１０７当量）及びイソホロンジイソシアネート（５．０８ｇ、０．０
２３当量）を、前記ビーカーに加えた。ついで、混合物を、２－ブタノンで５０重量％に
希釈した。機械的な混合を、測定直径３インチのｔｒｉ－ｌｏｂｅ振とうブレードを使用
して開始した。混合を、５００ＲＰＭが達成されるまで、徐々に上昇させ、均一な混合物
を得た。ついで、ジブチルスズジラウレート（０．０５ｗｔ％）を、反応混合物に加えた
。約５分の反応時間後、１０℃の発熱が発生し、反応混合物のビーズを、４インチ×６イ
ンチ（測定）の５枚のアルミニウムパネルそれぞれの一方側に塗工した。ついで、＃５０
　Ｒ．Ｄを使用して、溶媒性ポリウレタンのビーズを、各パネルにウェット膜にドローダ
ウンした。特殊なドローダウンバーで、ウェット膜厚を４．５ミルにした。前記パネルを
、周囲温度のフード内で、少なくとも１時間フラッシュ乾燥させ、ついで、１１０℃に１
．５～２時間加熱して、ポリウレタンに完全に変換させた。
【０２６７】
　最終的な乾燥膜厚を、ＰｏｓｉＴｅｃｔｏｒ　６０００（Ｄｅｆｅｌｓｋｏ　Ｃｏｒｐ
ｏｒａｔｉｏｎ）乾燥膜厚ゲージを使用して測定した。ｋｏｎｉｇ硬度を、ＴＱＣ　Ｐｅ
ｎｄｕｌｕｍ硬度試験機（Ｍｏｄｅｌ　ＳＰＯ５００）を使用するＩＳＯ　１５２２を使
用して測定した。鉛筆引っ掻き硬度を、ＡＳＴＭ　Ｄ３３６３を使用して測定した。可撓
性を、ＡＳＴＭ　Ｄ５２２を使用して測定した。接着性を、ＡＳＴＭ　Ｄ３３５９を使用
して測定した。汚れ試験を、ＡＳＴＭ　Ｄ１３０８を使用して測定した。ＭＥＫ二重摩擦
試験を、ＡＳＴＭ　Ｄ４７５２を使用して行った。表３に、これらのポリウレタン塗料の
試験データをまとめる。
【０２６８】
　実施例ＸＸＶＩＩ：粉体塗料を調製するための手法
　下記は、粉体塗料を製造するための手法である。オーバーヘッドミキサー、凝縮器、加
熱マントル、熱電対、及び窒素注入口を備えた５００ｍＬの反応器に、６７．５０ｇのポ
リ（ビスフェノールＡカーボネート）、１８０ｇの再生ＰＥＴペレット、６７．５０ｇの
ジエチレングリコール、４６．０４ｇのグリセロール、及び０．１０ｇのモノブチルスズ
オキシド触媒を充填し、撹拌しながら、２００℃に８時間、又は、前記ＰＥＴペレットが
溶解されるまで加熱する。ついで、温度を、１００℃に低下させ、１４２．３２ｇのイソ
フタル酸を加える。ついで、温度を、１７５℃に設定する。１．５時間後、温度を、１８
５℃に上昇させ、この状態で、３０分間保持する。ついで、温度を、１９５℃に上昇させ
、この状態で、２時間保持する。温度を、２０５℃に更に上昇させる。反応を、合計２５
～２６時間、又は、酸価が約５．５ｍｇ　ＫＯＨ／ｇになるまで行い続ける。得られたポ
リエステルポリオールを注ぎ出し、冷却し、乾燥させ、粉末にすり潰す。次に、５００ｇ
のすり潰したポリエステルポリオール粉末、３００ｇの二酸化チタン顔料（ＤｕＰｏｎｔ
からのＲ－９０２＋）、４３８ｇのカプロラクタムブロックイソシアヌレート、６．１ｇ
のＢＹＫ　３６６Ｐ流動剤（アクリル酸系界面活性剤）、３．５ｇのベンゾイン、及び２
ｇのＫ－Ｋａｔ　３４８ビスマスカルボキシレート触媒（Ｋｉｎｇ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅ
ｓ）を、ＧｌｅｎＭｉｌｌｓ　Ｔｕｒｂｕｌａ　ｄｙｎａ－ＭＩＸブレンダー中でブレン
ドし、ついで、ラボスケールの二軸押出し機から、３５～９５℃のゾーン温度で押し出す
。押出し品を、冷却し、すり潰し、ふるい分けして、１０５ミクロン未満のサイズを有す
る微細粉体塗料を提供する。この粉体塗料は、静電又は流動床技術を使用して、金属基板
に塗工するのに有用である。
【０２６９】
　実施例ＸＸＶＩＩＩ：硬いポリイソシアヌレート発泡体を製造するための手法
　下記は、硬いポリイソシアヌレート発泡体を製造するための手法である。前記ポリエス



(54) JP 2017-535662 A 2017.11.30

10

20

30

40

50

テルポリオールを、プラスチックビーカー内に成分のポリオール側（Ｂ側）の成分を測り
、続けて、４インチのワイドＣｏｗｌｅｓ混合ブレードを使用して、３０秒混合すること
により調合する。前記Ｂ側の成分は、ポリエステルポリオール、水、界面活性剤、難燃剤
、発泡剤、及び触媒を含む。成分のイソシアネート側（Ａ側）は、Ｐａｐｉ２７（ＭＤＩ
（４，４’－メチレンジフェニルジイソシアネート）を含有するポリメチレンポリフェニ
ルイソシアネートであり、Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．から入手できる）を含む。
２．６／１．０のイソシアネート／ＯＨ当量比を使用して、前記Ａ側を測り、それをＢ側
に素早く加え、続けて、４インチのＣｏｗｌｅｓ混合ブレードを備えたドリルプレスを使
用して、３０００ｒｐｍで４秒間混合することにより調製する。発泡混合物を、１２”×
１２”×１２”ボール紙ボックス内に注ぎ、クリーム、ストリング、立ち上がり時間及び
タックフリー時間を記録する。ついで、前記発泡体を、標準的な方法を使用して試験し、
熱伝導性、密度、及び圧縮強度を測定する。下記は、発泡調合物のまとめである。
【０２７０】
【表１】

【０２７１】
　実施例ＸＸＩＸ：再生ポリエチレンテレフタレート（ｒＰＥＴ）及び再生ポリ（ビスフ
ェノールＡカーボネート）ｒ（ＰＢＡＣ）から製造された硬い発泡体
　ｒＰＥＴに基づく硬い発泡体ポリオールを、実施例ＸＸＶＩＩＩで上記された方法にお
いて、７ｗｔ％ｒＰＢＡＣを含有させて調製した。前記ポリオールは、２６６ｍｇ　ＫＯ
Ｈ／ｇのヒドロキシル価（ＯＨＶ）、７４０８の粘度、及び４．９ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの酸
価を有した。実施例ＸＸＶＩＩＩで提供された調合を使用し、４インチのＣｏｗｌｅｓ混
合ブレードを備えたドリルプレスにより、３０００ｒｐｍで４秒間混合した。前記ポリオ
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ールを、ポリイソシアヌレート発泡体に変換した。発泡体カップを使用して、カップ発泡
密度を測定した。微細孔発泡体は、３６ｐｓｉの圧縮強度、１．９９Ｉｂ／ｃｕ．ｆｔの
密度、及び０．１７２ＢＴＵ＊ｉｎ／ｈｒ＊ｆｔ２＊°Ｆ（いわゆる、１時間、１平方フ
ィート、華氏１度当たりの英国熱量単位）を有した。
【０２７２】
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【表２】

【０２７３】
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【表３－１】
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【表３－２】
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【表３－３】
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【表３－４】

【０２７４】
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【表４－２】

【０２７５】
　参照による組込み
　特許文献（訂正の証明を含む）、特許出願文献、科学論文、政府報告書、ウェブサイト
、及び本明細書で言及された他の参考文献それぞれの開示全体が、全ての目的について、
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その全体が参照により本明細書に組み込まれる。用語法が矛盾する場合には、本明細書が
統制する。
【０２７６】
　均等物
　本発明は、その精神又は本質的な特徴から逸脱することなく、他の具体的な形態に具現
化され得る。前述の実施形態は、本明細書で記載された本発明を限定するものではなく、
全ての関連を例示するものであると考えられるべきである。本発明の方法及びシステムの
種々の実施形態において、含む（ｃｏｍｐｒｉｓｅ）という用語が、列挙された工程又は
成分に対して使用される場合、前記方法及びシステムは、前記列挙された工程又は成分か
ら本質的になるか、これらからなることも想到される。更に、特定の動作を行うための工
程の順序又は順序は、本発明が動作可能である限り重要ではないことが理解されるべきで
ある。更に、２つ以上の工程又は動作は、同時に行われ得る。
【０２７７】
　本明細書において、単数形は、他の方法で明確に示されない限り、複数形をも含む。他
の方法で定義されない限り、本明細書で使用する全ての技術的及び科学的用語は、本発明
が属する分野における当業者により共通して理解されるのと同じ意味を有する。矛盾する
場合には、本明細書が統制するものとする。
【０２７８】
　更に、特定の例において、組成物は、混合する前の成分から構成されると説明され得る
ことが、認識されるべきである。混合により、特性の成分が更に反応し、又は、更なる材
料に変換され得るためである。
【０２７９】
　特に断らない限り、本明細書で使用される全ての％及び割合は、重量による。
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